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データベース基本問題検討委員会 報告書作成にあたって

インターネ ットの急激 な成長 と普 及に よって、新たな社会システムが出現 しつつある。

これまでの電話 による音声通信 とファクシ ミリに よる画像通信 を超えて、文字 、音声、音

楽 、画像、映像 など人間の使用する伝統的 なメデ ィアの ほとん どすべ てが コンピュータに

よって生成 ・蓄積 され、ネ ッ トワー クを介 して伝送 されることが可能 となった。光フ ァイ

バー系、地上無線系、衛星系な どの電気通信系ネ ッ トワークもそれぞれが広帯域化を目指

して整備 され、また、携帯電話な ど移動体通信の普 及も急速 に進展 して きた。

通信環境の進化 とともに、 インターネッ トを利用 した個人や組織 による情報発信の機会

がめ ざま しく増加 し、 また、情報資源 に対す る社会の関心 も高 まりつつある。 さらには、

コ ンピュー タ ・ネ ットワー クの整備 によって、 これ まではっき りと区別 されていた通信 と

放送の境界が崩れ、いよい よ融合メデ ィアの時代が到来 しようとしている。 さらには、イ

ンターネ ヅトを利用 した電子商取引 が経済活動の多 くの部分 を担 うようにな り、従来の経

済 システム も変容 しようとしている。いよい よ、本格的な情報社 会が20世 紀の最後にな

ってその姿 を現 して きたのである。

情報社会 とは、物質一エネルギーに対 して情報 を機軸原理 とする社会である。高度に発

展 して きた資本主義社会の最終到達 点は消費社会 として描 かれて きたが、消費社会の次 の

段階 に出現するものとして情報社会 を考 えることがで きる。情報社 会においては、人間が

生存するための必 要条件である物質 一エネルギーを財(商 品)と して構成 されてきた原理

に対 して、財 としての情報が新 しい原理 となるとされる。情報社会 とい う考え方は、高度

成長期 の 日本 にお いて情 報化 社 会 あ るい は高度 情 報化 社会 とい う言 葉 で提 唱 され 、

informationsocietyと い う和製英語が創 られ、1980年 代には、欧米な ど先進諸国におい

て コンピュー タ産業 ・電気通信産業が活性化 し、ハイテク技術が コ ミュニケーシ ョン様式

を変化 させ る だけで はな く、生 活様式 や生活意 識 まで を変 容 させ る よ うにな り、 この

infomationsocietyと いう言葉 も広 く使われるようになった。

さらに、1980年 代後半 における東西冷戦構造の終結はグローバル ・コ ミュニケーション

の時代を もたらし、1990年 代 からの通信衛星やインターネ ッ トの急速 な普及 と相 まって、

新 たな社会編制が進行 して きた。そこでは、伝統的な原理 に従 って行動 していたマスメデ

ィアが、デジタル ・メディアを利用す ることによって情報 の発信形態 を変化 させる(電 子

新聞 ・電子出版 ・オンラインデー タベースなど)だ けではな く、いわゆる通信 と放送 との

融合 も進め られ、金融取引のプロセス も電子化 されるようになって、電子マネーや電子商

取引などの新 しい局面が生 まれてきたのである。

欧米のみならず 日本 などアジア諸国において、 この ような情報社 会を目指す施策が さま

ざまに展 開 しているが、情報通信基盤を整備するこ とによって実現す る情報社会では、産

業 ・教育 ・医療 などが活性化 されるに伴 ない、誰 もが情報通信の高度化 の便益 を安心 して

享受することがで き、社会的弱者 に も配慮 された活力ある地域 社会が形成 されるばか りか、
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情報の 自由な流通が確保 されたグローバルな社会が実現 される とされている、

この ような情報社会は、また 「知識社会」 だ とも言われている。人間の知的活動の多 く

が電子化 された今 日、物 質一エ ネルギーによって支えられてい る生物 としての人間の営み

において、さらに 「情 報」 と 「知識」が重要な役割を担 うようになって きたのである。 こ

の情報 ・知識 を生成 ・蓄積 ・伝送す るメデ ィアの核がデー タベースである。 インターネッ

トの普及は、 これ まで利 用が専門家 に限定 されていたデー タベース利用の可能性 を一般の

人々にも拡大 しつつあ る。デー タベ ースの質を向上 しア クセス範 囲をさらに拡大 してい く

ことは、情報社会における重要課題の一つであろう。

デー タベース基本問題検討委 員会では、近年の激変 しつつある情報通信環境 を見す えつ

つ、デー タベースをめ ぐる さまざまな課題 を検証 し、その課題 の克服へ 向けて検討 を重ね

て きた。本報告書が、関係分野 の方 々に とって現状認識 と問題解決 に寄与す ることを願 う

ものである。

平成12年3月

財 団法 人デー タベース振興 セ ン ター

データベース基本問題検討委員会委員長 合庭 惇
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【活動の概要】

1.委 員の構成

平成9年 度 「データベース基本問題検討委員会」

委員長 合庭 惇

委 員 市村元昭

片田佳宏

小林慶一

篠原 昇

白石 昭

手塚 裕

中田彰生

林 信晴

福島芳直

諸星龍三

山川 隆

山下 徹

事務局 渡辺 了

増田純一

山中信秀

池田勝幸

清藤啓子

川辺 均

静 岡大学 情報学部教授

(株)東 京商工 リサーチ 本社営業本部取締役

(株)野 村総合研究所 資産運用情報サー ビス部マ ネージャー

(株)帝 国データバンク 産業調査部参与

(株)ア イ ・エヌ情報セ ンター システム部課長

MRI情 報 ネ ットワーク(株)デ ータベース事業部事業部長

(株)朝 日新聞社 電子電波 メディア局デー タベースセクション

アソシエー トマネジャー

(株)毎 日新聞社 編集用情報調査部編集委員

(株)エ レク トロニック ・ライブラリー 代表取締役副社長

(株)ジ ー ・サーチ 取締役営業統括部長

(株)QUICK取 締役企画本部長

ニ フティ(株)常 務取締役企画部長

NTTデ ータ通信(株)産 業 システム事業本部 第一産業 システム

事業部長

(財)デ ータベース振興セ ンター 企画部部長

(財)デ ータベース振興セ ンター 前企画部部長

(財)デ ータベース振興セ ンター 企画部課長

(財)デ ー タベース振興セ ンター 前企画部課長

(財)デ ー タベース振興セ ンター 企画部

平成10年 度 「データベース基本問題検討委員会」

委員長 合庭 惇

委 員 市村元昭

片田佳宏

小林慶一

篠原 昇

白石 昭

木下和寛

静岡大学 情報学部教授

(株)東 京商工 リサーチ 本社営業本部取締役

(株)野 村総合研究所 資産運用情報サー ビス部マネージャー

(株)帝 国デー タバンク 産業調査部参与

(株)ア イ ・エヌ情報セ ンター システム部課長

(株)三 菱総合研究所 情報事業 セ ンター研究部長

(株)朝 日新聞社 電子電波 メデ ィア局デー タベースセクシ ョン

局デスク
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中田彰生

林 信晴

福島芳直

諸星龍三

山川 隆

山下 徹

事務局 渡辺 了

山中信秀

清藤啓子

川辺 均

(株)毎 日新聞社 編集局情報調査部編集委 員

(株)エ レク トロニ ック ・ライブラリー 代表取締役副社長

(株)ジ ー ・サーチ 取締役

(株)QUICK取 締役社長室長

ニフテ ィ(株)常 務取締役

(株)NTTデ ータ 産業 システム事業本部第一産業 システム

事業部長

(財)デ ータベース振興セ ンター 企画部部長

(財)デ ータベース振興セ ンター 企画部課長

(財)デ ータベース振興セ ンター 企画部

平成11年 度 「データベース基本問題検討委員会」

委員長 合庭 惇

委 員 市村元昭

岡田 肇

片田佳宏

木下和寛

小林慶一

篠原 昇

白石 昭

中田彰生

根本勝弥

福島芳直

松田和之

諸星龍三

山川 隆

山下 徹

事務局 渡辺 了

畑中 恵

山中信秀

清藤啓子

川辺 均

静岡大学 情報学部教授

(株)東 京商工 リサーチ 本社営業本部取締役

(株)エ レク トロニ ック ・ライブラリー 代表取締役副社長

(株)野 村総合研究所 ナ レッジマ ネジメン ト部長

(株)朝 日新聞社 電子電波メデ ィア局データベースセ クション

局デスク

(株)帝 国データバ ンク 産業調査部参与

(株)ア イ ・エヌ情報セ ンター システム部課長

(株)三 菱総合研究所 情報事業セ ンター長

(株)毎 日新聞社 編集局情報調査部編集委員

(株)紀 伊國屋書店 取締役情報 システム部長

(株)ジ ー ・サーチ 取締役

丸善(株)学 術情報ナ ビゲー ション事業部ナ ビ&リ ンク企画管理

グループ長

(株)QUICK常 務取締役総務本部長

ニ フティ(株)常 務取締役

(株)NTTデ ータ 取締役産業 システム事業本部産業営業本部長

(財)デ ー タベ ー ス振 興 セ ンター

(財)デ ー タベ ー ス振 興 セ ンター

(財)デ ー タベ ース振 興 セ ン ター

(財)デ ー タベ ース振 興 セ ン ター

企画部部長

企画部課長

前企画部課長

企画部
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2.調 査 の 目的

本調査 の前身 となる 「データベース検討委員会(政 府情報 の電子 的提供 の促進及び民間

での有効利用 に当たっての政策課題)」 は平成6年 度から平成8年 度 まで3カ 年 にわたっ

て開催 された。 デー タベース検討委員会では、デー タベースに関す る基本 問題、 と りわけ

政府情報の提供 に関する諸問題 について、行政、民間の現状、それぞれ抱 えている問題点、

さらには今後の見通 しについての議論 を進め、報告書の形で主 に

・ 「政府情報の提供 及び利用の在 り方 と課題」

・ 「政府情報の提供 及び利用の現状 と問題点」

の2点 についてまとめ られた。

平成10年1月 か らは、新 たに 「デー タベース基本問題検討委員会」 として、デー タベ

ースに係 る基本問題 をさらに深 めようとの調査が行 われた
。 この背景 には、 ネ ットワーク

上の商取引が一般 化 しようとい う中で、電子モ ールでの物品販売 は もとよ り、 ソフ トウエ

アや画像、ニュースをは じめ とす るデー タベ ースな ど流通す るデジ タル コンテ ンツも様々

な分野 に広が りをみせてお り、政府、民間における 「電子商取 引」への取 り組み も本格化

し始めているこ とが関係 している。本委員会 ではデ ジタルコンテ ンツ流通 に関わる諸団体

の動 きを把握 しつつ、情報提供サー ビス業 の立場か らデー タベース ・サー ビス事業固有の

諸課題 を検討 してい く。即 ち、本事 業は、デジタル情報化時代 において重要度が増 して く

るデータベース振興の視点か ら、商取引制度、知的財産権、認証、セキュ リテ ィ、個人情

報保護、税制、電子マ ネーなどに関 し、その内容の正確 な把握 と制度、ルールの適用関係

を明確化 し、政府をは じめ関係方面への提言 をまとめようとい うものである。そ して、本

委員会において検討 された内容 を中心に報告書の作成 を行 うことを目的 とす る。

平成10年1月 から平成11年3月 までの委員会活動の検討事項 を中間報告 とい う形で取

りまとめた。本報告書はその中間報告書で提 示された検討課題 を中心に平成11年10月 か

ら平成12年3月 まで委員会 を開催 し、最終報告書 という形で取 りまとめた ものである。

【調査の対象 とするデータベース】

マルチ メデ ィアの概 念の登場 とともにデー タベースの定義がはっ きりしな くなって きた

が、ここでデータベースの定義 を簡潔に述べ る と、

① 特定のテーマ に基づいて、データを体系 的に整理 または、整理のつ く状態 で保存 したも

のをい う。体系的に整理 または整理のつ く状態 とは、階層 であ った りLINKで あ った り

何 らかの構造化 された仕組みが備 わっていることをいう

② デー タの集 ま りの中か ら、必要 な ものだけを指 定 して情報 と しての部分デー タとして取

り出せ るもの
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③パ ソコンや携帯情報端末などの コンピュータ機能を備えている情報端末機器で検索 ・加

工 などの処理が可能 な形態になっているもの

と言い表すことがで きる。

本報告書では上記① ～③の定義に該当す るものを 「デー タベース」 と し、その うち、 ネ

ッ トワー クまたはパ ッケージ系の メデ ィアに格納 された有料で提供 されるデー タベースは

「商用データベース」 とし、狭義のデー タベース とす る。一方、 インターネ ッ ト上で流通

する多 くのコンテ ンツ(無 料の もの も含める)も 広義のデー タベースと定義 づける。但 し、

広告収入で事業運営 している無料データベー スや、業務で使われてい る無料 デー タベ ース

は商用デー タベースには含めないもの とした。

インターネ ッ トの普及で無料で提供 されるデー タベ ースが幾何級数的に増加 して きてい

る状況の 中で、本委 員会ではこうしたデータベース市場全体の動向 を把握 しなが らも、あ

くまで も商用デー タベース振興の視点か らデー タベースに関す る基本問題 を対象に議論を

進め、報告書 をまとめることとする。

3.開 催 実績

【平成9年 度】

第1回 平 成10年1月28日(水)

開催 にあ た り挨 拶(専 務 理事 、通 商産 業省 、委員 長)

電 子 商取 引実 証推 進協 議 会事 務 局長 鈴 木茂樹 氏 「エ レク トロニ ック ・コマ ー ス

の 現状 と展望 」

合 庭惇 委 員 長 「AFrameworkforGlobalElectronicCo㎜erce」

質疑 応 答 ・デ ィス カ ッシ ョン

第2回 平成10年2月17日(金)

通 商産業省機 械情報産業局情報処理振興課課長補佐 村上敬亮氏 「デー タベース

な どデジタルコンテンツの法的保護の最近の動向について」

質疑応答 ・デ ィスカッション

第3回 平成10年3月23日(月)

MT情 報通信研究所基本アーキテクチ ャー研究部特別研究員 岡本龍明氏 「暗号

技術の最新の動向について」

質疑応答 ・デ ィスカッション

9



【平成10年 度】

第1回 平 成10年7月30日(木)

ニ フテ ィ(株)イ ンフ ォメー シ ョ ン事 業 部 部 長代 理

にお ける デ ジ タル コンテ ンツの流 通」

質疑応 答 ・デ ィス カ ッシ ョン

第2回 平 成10年9月25日(金)

イ メー ジモ ー ル ジャパ ン設 立 準 備室

ビ ジネス展 開」

質 疑応 答 ・デ ィス カ ッシ ョン

鈴木孝充氏 「NIFIYSERVE

本田和 秀氏 「デジタルアーカイブの構築 と

第3回 平成10年11月17日(火)

合庭惇委員長 「EUの情報政策」

質疑応答 ・デ ィスカッション

第4回 平成11年2月2日(火)

尚和法律事務所弁護士 宮下佳 之氏 「デー タベースの法的保護 に関す る最近の動

向」

質疑応答 ・デ ィスカッション

第5回 平成11年3月24日(水)

(株)東 京 デー タビジ ョン取締役 メデ ィア開発部長兼編成部長 佐 々木 一朗氏

メデ ィア開発部 関隆氏 「デー タ放送 とデ ジタル情報の流通」

質疑応答 ・デ ィスカッション

【平成11年 度】

第1回 平成11年10月18日(月)

ニフティ(株)コ ンテンツ部部長代理 鈴木孝充氏、(株)

福島芳直氏 「無料 コンテ ンツの影響/評 価」

質疑応答 ・ディスカッション

ジー ・サ ーチ取 締 役
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第2回 平成11年11月12日(金)

国立国会図書館収集部収集課課長

の改正 について」

質疑応答 ・デ ィスカ ッション

伊藤宏氏、課長補佐 武藤寿行氏 「納本制度

第3回 平成11年12月17日(金)

NTT移 動通信網(株)モ バイルコンピューテ ィングビジネス部技術開発第三担

当課長 入鹿山剛堂氏 「モバ イル端末 とデータベースサー ビスの今後の展 開」

質疑応答 ・デ ィスカ ッシ ョン

第4回 平成12年1月31日(金)'

日商岩井 インフォコム(株)新 世代電子情報部技 師長

索 プロ トコルANSI/NISOZ39.50」

「国立国会図書館納本制度改革に対する意見集約」

質疑応答 ・ディスカッシ ョン

今門政記氏 「統合情報検

第5回 平 成12年2月23日(水)

NTrコ ミュ ニ ケー シ ョンズ(株)ソ リュー シ ョン事 業部 シス テ ムサ ー ビス部 担 当

部長 愛 甲宏 明氏 「情 報通信 イ ン フラ とデ ー タベ ー ス」

質疑 応 答 ・デ ィス カ ッシ ョン

第6回 平成12年3月29日(水)

「データベース基本問題検討委員会報告書」

質疑応答 ・ディスカ ッシ ョン
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第1章 データベース産業を取り巻 く社会的状況

1-1デ ジタル情報化社会の進展

(1)先 行す る米国のデジタル経済

米国での調査 によれば1999年 末のインターネ ッ ト利用者の平均像 は、電子 メールを日

に14本 受発信 し、利用時間は週 に7時 間、オンラインでのショッピングが年に500ド ル

だそうである。 この ようなインターネ ットの急速な普及 とともに、これ まで予想 もしなか

った新 しい市場が拡大 して きた。それはECあ るいはeコ マースとも呼ばれ、今後の成長

が期待 されている 「電子商取引」の世界である。そ してこの世界は、単 なる商取引の分野

を超えて経済全体 に及ぼす影響が大 きい と予 想 され、その呼び方 もデジ タル ・エ コノミー

とかeエ コノミーあるいはニューエ コノミー と称 され もてはや されている。

ところで、電子商取引その ものは目新 しい ものではない。企業 間における調達や受発注

に伴 う伝票な ど紙媒体への記入業務 を電子化 しようという試みが、わが国で も始め られた

のは80年 代の初めであった。その後、EDI(電 子 データ交換)と して産業界に定着 しつつ

あるシステムがそれであるが、国際標準であるEDIFACTと の互換性 などの問題 を抱 えてい

ることも事実である。

しか し、い ま改めて電子商取引 とい う話題 に火をつ けたのは、米国商務省 の報告書 「デ

ジタル ・エ コノミーの台頭」であ った(http://ww.eco㎜erce.gov)。 この商務省 レポー

トは、1997年 の夏に米国の大統領府か ら発信 された 「地球規模 での電子商取引の枠組み」

(FrameworkfortheGlobalElectronicCo㎜erce)の 一環 として 「電子商取引 と情報技術

(IT)が 経済全体 と個別部門にどのような影響 を及ぼすかを、経済分析 とケーススタデ ィに

よって」示すため に提出 されたのだ った。

「枠組み」は 「インターネ ットを経 由す るコンピュー タ ・ソフ トウェア、エ ンタテイメ

ン ト製品 〔動画、 ビデ オ、ゲーム、 レコー ド類〕、情報サ ービス 〔デー タベー ス、 オンラ

イン新聞〕、技術情報 、製品のライセ ンス、金融サー ビス 〔ビジネスや技術の コンサ ルテ

ィング、会計、建築設計、法律相談 、旅行サー ビスなど〕が過去10年 間で急速に成長 し、

それだけで米国の輸出の400億 ドル以上 を占めている」 とい う認識 に立 って、 この電子商

取引 をさらに地球規模で拡大 しようとい う意図 を持つ ものである。

そのためには、

1)民 間部門が主導権 を握 るべ きである

2)政 府は、電子商取引に過度の規制 を課 してはな らない

3)政 府の関与が求められた場合、その 目的は、商取引のための予測可能で最小 限かつ一

貫 したシンプルな法的環境 を提供 して実施すべ きである

4)政 府は、インターネ ットのユニー クな さまざまな特質を認識 しなければな らない

5)イ ンターネッ トによる電子商取引は地球規模で推進 されるべ きである
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とい う5原 則を各国が承認するように提案 したのだった。

この提案 を受 けて商務省 は市場の実態 と将来性 について調査 を行い、 「デジ タル ・エ コ

ノミーの台頭」が発表 されたのである。 ここでは、情報産業の経 済的意義 が高 まってGDP

に占める情報技術関連投資の割合が急増 していること、デジタル ・エ コノミー を動かす要

因 と して・ インターネ ッ ト網 の構築や企業間電子商取引の拡大が進んでいることなどを指

摘 しているが 、注 目すべ きは、「枠組み」以上に無形財 とサー ビスのデ ジタル配送の増加

を強調 していることである。

書籍や 自動車や不動産 など有形財の小売が オンライ ンで増加 している ことは、アマ ゾ

ン ・ドッ ト・コムやオー ト ・バ イ ・テルなどの例が日本で も知 られている
。 しか し、それ

と同 じように、ソフ ト、CD、 雑誌記事、ニュース報道、株、航空券、保険な どの無形財の

電子商取 引市場の重要 な部分 を構成 しつつあるという指摘 を見過 ごすこ とはできない。

知的財産がパ ッケー ジか らデジタル ・サー ビスへ と変化 してい くのは時代の趨勢である
。

しか し、それが主流 となるまで には時間がかな りかかるだろうと考 えられて きた し、多 く

の人 々もまだその時代 ではないだろうと信 じている。だが、 インターネッ トの普 及によっ

て、状況 は急展開 しようとしている。商務省 レポー トは、 まさにそ こを指摘 しているので

ある。

事実、 日本でもインターネッ トを経由 した音楽 ソフ トの流通が、MP3やLiquidAudioと

い う新技術 を利用す ることが増えて きた。 インターネ ッ トだけで音楽 ソフ トを配信する業

者 も台頭 して成功例 も出て きた し、音楽出版社のなかにはCD工 場の閉鎖 を決めたところ

さえある とい う。 この ような音楽業界 の先進例は他の業種 にも影響 を及ぼ しつつあ り、 イ

ンターネ ッ トが ビジネスのための重要 なフロ ンテ ィアになるこ とは否定す ることがで きな

くなっている。

米国商務省の 「デジタル ・エ コノミーの台頭」が指摘 している ように、有形財のオンラ

イン ・サー ビスに加えてソフ ト、CD 、雑誌記事、ニュース報道な ど無形財の販売がインタ

ー不ッ トにおける電子商取引成功の鍵を握
っているといえよう。電子出版 もCD-ROM出 版

に加えてオンライン出版が増加 しつつある。個人が発信するWebペ ージも著 しく増 えつつ

あるが、商業出版社 もオンラインだけで出版活動 を行 うケースが 日本 において も急増の傾

向にある。

この ような新 しい展 開に対 して、解決すべ き課題がい くつかある。 コンピュータ ・ネッ

トワー クの もつ電子的特性が、利益 をもたらす一方で損害 も伴 うのである。 ネ ッ トワー ク

による電子出版 を成功 させ る鍵 は、著作権保護 と課金方法で ある と語 られて きた
。紙 や

CD-ROMな どのパ ッケージ化 された商品は、確立 された流通過程 を経 由することによって
、

この問題 をクリアして きた。 しか し、インターネットとい う新 しい流通過程では、技術革

新が激 しいため に安全な技術 とい うものが存在 しに くいのである。
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(2)わ が国で も動 き出 したエ レク トロニ ック ・コマース

米国に比べて3年 から5年 遅れている と言 われて きた 日本のエ レク トロニ ック ・コマー

ス市場だが、ここに きて一気 に進行す る様相 を呈 して きた。電子商取引実証推進協議会

(ECOM)と ア ンダーセ ンコンサ ルテ ィングが2000年3月 にまとめた調査によると、 日本

の消費者向けエ レク トロニ ック ・コマース市場調査で2004年 の市場規模 は6兆6,620円

に達 し、1999年 の3,360億 円と比べ て約20倍 に拡大する見通 しである。

先行する米国を追 う体制 を整えつつ ある要因は、情報技術(IT)革 命を象徴す る3つ の

逆転現象に現れている。一つは1999年 度は国内のパ ソコン出荷が1,000万 台 を突破 し、

年間1,100万 台前後の出荷で推移す るカラーテ レビにほぼ肩を並べ、来年度 には抜 き去る

もの とみ られていること。もう一つは携帯電話 とPHSの 累計出荷台数が5,600万 加入 と1999

年度末に加入電話の5,600万 台 と同等になったこと。 さらに、 もう一つの逆転現象 として

注 目されるのが携帯電話 とインターネッ トの爆発的 な普及によって2000年 度中には 日本

国内の通信でデータ通信量が音 声を逆転する と予想 されている ことである。世紀の変わ り

目に起きたこの ドラステ ィックな変化 を、IT革 命 を象徴す る 「3つ の逆転現 象」 と捉える

こ とがで きる。

これに呼応す る形で、1999年 度は爆発的 な普及 を続 ける インターネッ トと携帯電話事業

を核 に業界の大再編劇 が繰 り広 げられた。特 にIT業 界に大 きなインパ ク トを与 える と思

われるのが通信業界の大同団結だ。京セラ系の新電電最大手DDIと 、 トヨタ自動車が大株

主である国際通信量大手のKDD、 携帯電話の 日本移動通信(IDO)の3社 は2000年10月1

日付で合併す ると発表。 国際、国内長距離、携帯電話の各通信サ ービスを提供 し、連結売

上高3兆2,600億 円(2001年3月 期見通 し)と 日本電信電話(NTr)に 次 ぐ規模の総合通

信会社が誕生する。3社 の合併で、1985年4月 の電電公社の民営化後に参入 した新電電の

再編は一段落 し、通信市場 はDDIグ ループ、NITグ ループのほか、ブリテ ィッシュテ レコ

ム(BT)や 米電信電話(AT&T)が 資本参加 した 日本テ レコム(JT)グ ループの3大 グルー

プに よる競争体制へ と集約 された。

各種オンラインショッピングや証券 会社の インター ネ ットトレー ド、銀行 のイ ンター ネ

ッ トバンキングなど実用的 なサ ービス も急速に広が りをみせ、社会基盤 としての役割 を確

立する様相 を呈 している。1999年10月1日 に証券取引手数料が 自由化 されたのを契機 に、

メー カー系、 ノンバ ンク系企業、外資系金融機関 などの新規参人組 によって、営業店 を持

たないネッ ト証券会社が 多数設立 された。例 えばソニー系のマネ ックス、 ソフ トバンク系

のE*ト レー ド証券、東京海上火災保険の シュワブ東京海上証券、 オリックス系の オリッ

クス証券、伊藤忠商事や ソフ トバ ンクの 日本 オンライン証券 な どがある。米国では1995

年のインターネッ トトレー ド登場以来、すで に100万 社 ・1,000万 口座 を超 えるまで にな

ってお り、 日本で も2005年 頃には証券市場の全個人取引の20%程 度 まで伸 びるとの見方

もある。

銀行の インターネ ッ トバ ンキングで も、 さ くら銀行 を中心 に富士通、 日本生命保険、三
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井物産、東京電力 、住友証券が共同で出資する 「ジャパ ン ・ネ ットバ ンク(仮称)」 が2000

年か ら事業をスター トす る。富士通の@ニ フテ ィの約350万 の ネッ ト会員を対象に インタ

ーネッ トを通 じて金融決済や各種商品 ・サービスを提供す る。 また、他業態か らの金融分

野への新規参入 も活発で イ トー ヨーカ堂が銀行 と組んで決済専 門銀行 を設立 した り、 ソニ

ーがインター ネッ ト銀行への参入を図った り
、 さらに さくら銀行、野村証券、 日本生命 、

三井海上火災保険 などの異業種企業が金融デパー トをつ くることを発表 している。

(3)次 々 と登場 す る新 しい ビ ジネスモ デ ル

IT革 命 は産業 革 命 に匹敵 、い やそ れ以上 の イ ンパ ク トを社 会 に与 える と言 わ れ る。 デ ジ

タル情 報 化社 会 とい う新 しい 時代 に即 した新 しい ビジ ネス モ デ ルの構 築 に向 け て企業 も活

発 に動 き出 してい る。1999年 秋 には 日本 で も自動車 販 売 に関 して大 きな変化 が 見 られ た。

米 国大 手 の ネ ッ トデ ィー ラー であ るマ イクロ ソ フ ト社 の 「カー ポ イン ト」 と 「オー トバ イ

テ ル」 が そ れぞ れ 日本 の 見積 も り仲 介 サー ビス サ イ トの ソフ トバ ンク系 の 「ネ ッ トデ ィー

ラー ズ」 と リクル ー トの 「イサ イズ ・カー ラ イフ」 と提 携 し、 日本 で もネ ッ トデ ィー ラー

ビジネス を開始 した。 これ に対 抗 して 日本 の メー カー系 デ ィー ラー も動 き出 した。 トヨ タ

自動 車 は全国 の デ ィー ラー600店 ・15,000台 の情報 を イ ン ター ネ ッ トや コ ン ビニエ ンス

ス トアの情報 端 末 で検 索 で きるサ ー ビス を開始 した。 今 後 、 自分 の 希望 に合 った商 品 を見

つ け、見積 も りか ら価 格 交 渉 まで代行 して くれ るサ ー ビス は拡 大 してい くだ ろ う。

また、 日本 型 エ レク トロニ ック ・コマ ース と して注 目 され る のが イ ンター ネ ッ トとコ ン

ビニエ ンス ス トア を組 み合 わせ た ビジネ スモ デル だ。 セ ブ ンーイ レブ ン、 ロー ソ ンな ど コ

ン ビニエ ンスス トアチ ェー ンは全 国 に数 千店 舗 とい うネ ッ トワー クと イ ンター ネ ッ トを融

合 させ た新 しい サ ー ビス をス ター トした。 イン ター ネ ッ トを通 じて 注文 を受 け た商 品 を コ

ンビニエ ンス ス トア店舗 で受 け渡 し、代金 決済 も行 う。 サ イバ ー と リアル の2つ の ネ ッ ト

ワー クの特徴 を役 割 分担 し、サ ー ビスを提 供 しよ うとい う もの で ある。

(4)コ ンテンツ流通の変革が業界の再編 を促すか

1999年 に入 り、 インターネ ット上でのネ ットワーク流通が本格展 開を始めよ うとしてい

る。著作権や流通構造 、セキュ リテ ィなど様 々な問題 を抱 えつつのスター トだが、出版業

界は書籍のデータ、音楽業界は楽曲デー タを配信 し、有料 のサー ビスを指向 している。企

業だけで なく家庭内での利用が増えるに連れて女性や若年層のユ ーザーが確実 に増えて き

てお り、ネ ッ トワー ク流通 は潜在的な巨大市場にな りつつある。特 に業界最大手の ソニー ・

ミュージックエ ンターテインメン ト(SME)が1999年12月 に 「ビットミュージック」 と

い う楽曲デー タのネ ッ トワー ク流通 を始めたことは業界 に大 きな衝撃を与えた。 コンテン

ツのネ ットワー ク流通 に関 しては、商習慣や収益構造が確立 してお らず、当面 は試行錯誤

してい くことになる。1999年10月 の英国エンサ イクロペ ディア ・ブリタニカ社が230年

余 りの歴史を持つ百科事典 「ブ リタニカ」 とい うコンテンツをインターネッ ト上で無料公
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閉 し、その一方でサ イ ト上 に掲載す る広告や電子商取引へ の接続料 で収入 を得 るとい う事

業展開を実行 した ように、今後 は ドラステ ィックにビジネスモ デル を変更 してい く企業 も

現れるに違いない。

2000年 早 々には巨大メデ ィア企業 のタイムワーナーが2,000万 のネッ ト加入者数を持つ

AOLと 合併 を発表するなどの動 きも次世代の ビジネスモデル構築へ向けての戦略の一つだ。

日本でも同様 に富士通系 のパ ソコン通信会社ニ フテ ィサーブ とインターネッ トプロバ イダ

ーのInfoWebが1999年11月 に統合 され@ニ フティが誕生 した り
、2000年2月 にジー ・サ

ーチが ㎜ デジテックスを買収するなどの動 きが見 られ
、通信業界で起 こった再編の動 き

は他の業界、コンテンツ関連業界で も活発化 してい くだろ う。

インターネッ トとい うビジネスの フロンテ ィアは果て しな く拡大 しようとしている。数

年後には、国内総生産のかな りの部分 を電子商取引が占めることになるとだろうと予測 さ

れている。日本において もインターネ ットによる無形財の配信が今後、急成長することに

なるであろう。

1-2わ が国政府の主な取 り組み

(1)電 子政府実現へ向けての動 きが加速

ITの 発展 を推進 してい くことを目的 とした、 日本政府の新たな取 り組みについては、 ま

ずは行政情報化の推進が挙げ られる。行政機関の情 報化は1994年 に 「行政情報化推進基

本計画」が閣議決定 された以降、総合的に推進 されている。基本計画 はその後の情勢の変

化 を踏 まえ、21世 紀初頭 における電子政府の実現 を目指 して、新 たに1998年 度 を初年度

とする5カ 年計画 として推進 されている。1999年 度は特に電子政府の実現 を目指 した取 り

組みが加速 した年だった。電子政府実現のための3つ の プロジェク ト(自 動車保有関係 の

手続 きの ワンス トップサ ービス、政府調達手続 きの電子化 、行政事務のペーパー レス化)

と教育の情報化 プロジェク トについて1999年12月 に総理大臣に報告書が提出 された。政

府は同報告書 を受 けて高度情報通信社会推進本部で 「バーチ ャル ・エー ジェンシーの検討

結果 を踏 まえた今後の取 り組み について」 を推進 してい くことを決定 した。 さらに1999

年12月 には 「ミレニアム ・プロジェク トについて」が総理大臣決定 され今後、わが国 も

経 済社会にとって重要性の高い 「情報化」、「高齢化」、「環境対応」の分野 について産官学

共同プロジェク トを実施 してい くことになる。

この情報化の分野のテーマ として、 「教育の情報化」、「IT21(情 報通信技術21世 紀計画)

の推進」 とともに 「電子政府の実現」が取 り上げられ、2000年 度か らさらに積極的に取 り

組 まれることとなった。 ミレニアム を迎 えるにあたって、政府は21世 紀初頭 にも世界最

高水準の電子政府の実現 を図ることとしている。同プロジェク トでは2003年 度 までに民

間か ら政府、政府から民 間へ の行政手続 きをインターネ ットを活用 しペーパ レスで行 える

電子政府の基盤 を構築することを目標 としている。
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(2)新 教科 「情報」

米国の社会学者マ ヌエ ル ・カステルズは、社会が情報化 しグローバル化す ることに よっ

て二極分解が ドラステ ィックに進行 し、その結果、社会か ら置 き去 りにされ る人 々が新た

な貧困層 として 「第四世界」 を形成するだろうと予 見 している。「デジ タル格差(digital

divide)」 を発生 させ ないためには政策的な対応が必要 となって くる。

文部省では、初中等教育改善の一環 として平成15年 から高等学校 において新教科 「情

報」 を必 修科 目とする こととした。高校で 「情報」が必修 になれば、コンピュータや ネッ

トワーク機器が大量 に購入 されることになる。 これは、情報教育に名を借 りた景気対策 に

過 ぎない という一部 での指摘 もある ようだが、価格破壊競争の続 くコンピュータといえど

も、 まだ家電 としては高値であ る。学校 で生徒 たちに自由に使わせ るよう、教育設備 とし

て充実 させる必要 はあるだろ う。

情報教育は既 に工業高校や商業高校 などにおいては、職業教育のために導入 されて きた。

しか し、普通高校 において必修科 目として情報教育 を導入する となる と、それな りの体系

化が求め られる。指導 要領が1999年 に策定 され、指導要領解説 も文部省内で執筆が進め

られている。 また、この指導要領に従 ってカリキュラムの整備 も同時進行 している。

新教科 「情報」 の科 目構成はA・B・Cの 三科 目か らな り、「情報A」 は 「日常生活や職

業生活において、コ ンピュータや情報通信 ネッ トワークな どの情報手段 を適切 に活用 し、

主体的に情報 を収集 ・処理 ・発信で きる能力 を育成」することを狙い としている。

また、「情報B」 は 「情報及び情報手段 をよ り効果的に活用す るための知識や技能 を定着

させ、情報 に関する科学的な見方 ・考 え方 を育成」 し、「情報C」 は 「情報化の進展が人間

や社会 に及ぼす影響 を理解 し、情報社会に参加す る上での望 ましい態度 を育成」 すること

が狙いである。

いずれの科 目も実習が重視 されているが、この三科 目をあえて区別する と、Aは マ ルチ

メデ ィアとインターネ ッ トによる情報表現 、Bは コンピュー タ ・サ イエ ンス的アプローチ、

そ してCは 情報社会論 的アプローチ ということにで もなろうか。高校では、ABCの うちい

ずれかを選択 的に履修す るこ とになる。

初 中等教育 におけるデジタルメデ ィアの積極 的導入は、今後の情報社会の下部構造の構

築に とって大 きな意味 を もつであろ う。 ここでは、単 にコンピュー タ 「オタク」 と呼 ばれ

るような若者たちを増 産するのではな く、情報社会に適合 した人材 の育成が求め られてい

ることは、改めて指摘 するまで もないことである。
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1-3デ ータベース産業 を取 り巻 く状況

1-3-1商 用データベースの市場規模 の推移

爆発的に加入者数 を拡大 させてい るインターネ ッ トを核 とする情報化社会 の進展 はデー

タベース業界に大 きな影響を及ぼ しつつ あると言えそうだ。「平成10年 特定サービス産業

実態調査」(「特サ ビ」 と言 う。)と 「イ ンターネ ッ ト白書1999」 を もとに、 デー タベース

の市場規模 とインターネ ッ トの加入者数 の推移の推移 を下記に示 した。データベースの市

場規模はバ ブル経済後の不況で減少 したが、1996年 のデータベース産業の売上高 は2,354

億円 と前年 に比べ 、19.6%増 と大 きな伸 びを記録 した。その後、1997年 に入 ると、不況の

影響 もあ り、伸び率は9.5%と 鈍化 した ものの、1998年 には12.9%増 の2,910億 円 と大 き

な伸びを示 した。 インターネ ットの普及につ れ、企業 におけるネ ッ トワー ク環境が充実 し

て きていることで、商用データベースへ のアクセ スが活発化 してい くだろ う。

表1-3-1イ ンターネッ ト加入者数の推移 と商用 デー タベース市場規模 の推移

i

項 目 年 1993 1994 1995 1996 1997 1998

DB市 場規模

(百万円)

オンライン 164,370 150,671 149,190 178,939 189,627 213,679

オフライン 47,138 48,168 48,101 56,500 68」43 77,365

合計 211,508 198,839 197,291 2351439 257,770 291,043

インターネット加入者数(万) 510 884 t508

(注)「 平 成10年 特 定 サ ー ビス産業 実態 調 査」 と 「イン ター ネ ッ ト白書1999」 よ り作 成
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1-3-2商 用データベースの契約者数の推移

「日経 ニ ュー メデ ィア」(2000.3.27号)の 調 査 に よる と、 オ ンラ イ ン情報 サ ー ビス業 の

プ ロデ ューサ ー(11社)の 契 約者 数 は イ ンター ネ ッ トか らア クセ ス で きる契約 者 数が1999

年1月 の201,298か ら2000年1月 には483,170へ 、独 自ネ ッ トワー クで提 供 す るサ ー ビ

ス を含 む契 約者 数(イ ン ター ネ ッ トを含 む)は1999年1月 の528,744か ら2000年1月 に

は956,753へ 、 デ ィス トリビュー タの契 約者 数(20社)も イン ター ネ ッ トか らア クセ スで

きるサ ー ビスの契約 者 数 が1999年1月 の5,693,930か ら2000年1月 に は7,119,245へ 、

独 自 ネ ッ トワー クで提 供 す る サ ー ビス を含 む契約 者 数(イ ン ター ネ ッ トを含 む)は1999

年1月 の6,049,233か ら2000年1月 には7,680,917へ と増加 して いる。

プロ デ ューサ お よびデ ィス トリ ビュー タの契 約 者数 ともに イ ン ター ネ ッ トか らア クセ ス

で きるサ ー ビスの契 約 者 数 の急 増 ぶ りが 目を引 くこ とか ら、今 後 、 デ ー タベ ー ス事 業 者 は

イ ン ター ネ ッ トへ の対 応 が 一つ の企 業成 長 の条件 にな ってい くと言 えそ うだ 。

1-3-3商 用データベースの利用 ・提供の状況

(1)商 用 デ ー タベ ー ス数 の推移

通商 産業 省が1999年9月 に発 表 した 「平 成10年 度版 デー タベ ース台 帳総 覧」 に よる と、

商行 為 を 目的 に第三者 に提 供 す るデ ー タベ ース実 数 は、1998年 度 が2,478と 前 年度 に比 べ

120減 少 し、伸 び率 は4.8%減 少 した。1997年 度 にお け る国内 で の利 用可 能 な商用 デ ー タ

ベ ースの 実数 は2 ,598と 前 年度 に比 べ760減 少 し、伸 び率 で22.4%減 とな った こ とか ら、

デ ー ターベ ース実 数 は未 だ減 少傾 向 にあ る。 また 、1998年 度の 国産 、 海外製 の 内訳 は海 外

製 デ ー タベー スが1,251(-104)、 国産 デ ー タベ ー スが1,227(-16)と な り、一 部 海外 デ ー タ

ベ ース事 業者 の リス トラの影 響 で外 国製 デ ー タベ ース は大 き く減 少 し、国 産 デ ー タベ ー ス

もや や減 少 した。 しか し、実 際 には デー タベ ー ス台 帳 に掲載 され て い ない 多 くの デ ー タベ

ー スが あ る と考 え られ る
。異 分野 か らの新 規 参入 者 で台 帳上 は カ ウ ン トされ てい ないデ ー

タベ ー スが 多 く存 在 す る こ と、 デ ー タベ ー ス を販 促 用 と位 置 付 け出版 社 系事 業 者 が有 料 か

ら無料 に切 り替 え た り して い る こ とか ら、デ ー タベ ー ス実数 の 実 態 は掴 め て い ない。 情報

化 社 会 にお いて デ ー タベ ー スは不 可 欠 な存 在 で あ る こ とか ら考 える と、デ ー タベ ー ス実 数

は増 加傾 向 に ある と言 え る と思 わ れ る。

(2)商 用 デ ー タベ ー スの利 用実 績

(財)デ ー タベ ース振 興 セ ン ターが1999年10月 に実施 した 「デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス

実 態 調査(ユ ーザ ー編)」 に よる と、商 用 デー タベ ース を利 用 してい る企 業 は回 答企業594

社 の うち71%に 上 って い る。 前 回調査 に比べ デ ー タベー ス を利 用 して いる企 業 は3.5%増

加 して お りデ ー タベ ー スユ ーザ ー層 は着 実 に拡 大 してい る。現 在 、商 用 デ ー タベ ー ス を利
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用 して いない企 業172社 に対 して、今 後 の利 用 可能性 を調査 した ところ、 「1年 以 内 に利 用

予定 」 は5.8%、 「2,3年 以 内 に利 用 す る可能 性 が高 い」 は30.2%と な って お り、合 わせ る

と36%と なった 。 これは 前 回調査 と比 較 して7.9%増 とか な り伸 びてお り、今 後 デー タベ

ース利用 者 は拡 大 してい くだろ う
。

1-3-4イ ンターネ ッ トが商用データベースに与 える影響

イ ンター ネ ッ トの普 及 に よって企 業 のITの 活用 が 活発化 した こ とか らネ ッ トワー ク環 境

が整備 され 、デ ー タベ ー スへ の ア クセ スが 容易 に な った。 パ ー ソナルユ ー スに おい て もイ

ン ターネ ッ トの家庭へ の 浸透 で ネ ッ トワー ク環境 が整 備 されつつ あ る。

(財)デ ー タベ ー ス振 興 セ ンターが1999年ll月 に実施 した 「デー タベ ー ス ・サ ー ビス

実 態 調査(ユ ーザ ー編)」 調 査 に よる と、 「イ ン ター ネ ッ トか らの商 用 デ ー タベ ー スア クセ

ス」 は国 産デ ー タベー スが26.2%、 海外 製 が20.2%で 、1999年 度の 「イン ター ネ ッ トか

らの アクセ ス予 定」 につ い て は、国 産が30.5%、 海 外製 が24.%と な ってお り、 イ ンター

ネ ッ トか らの商 用 デー タベ ー ス アクセ スが増 加 してい くこ とが分 か る。

こ う した状況 を捉 え、 これ まで独 自の プ ロ トコル で提 供 して いた商 用 デ ー タベ ー ス各社

も イ ンター ネ ッ トをア クセ ス経路 して 情報 提 供 し よ うとす る動 きが1997年 あ た りか ら活

発化 して い る。 日経 テ レコ ン21、@ニ フ テ ィ、G-searchマ ルチ メデ ィア ・デ ー タベ ー ス

サ ー ビス な ど各社 はサ ー ビス拡 大の 軸 足 を イ ンター ネ ッ ト経路 とす るた めWebベ ースの デ

ー タベ ー ス提 供 へ とシ フ トしてい る
。 同調 査(ベ ンダー編)で もイ ンター ネ ッ ト対 応 を実

施 してい るベ ンダー数 は前 回調 査の43.5%か ら今 回は16.3%増 の59.8%と 拡 大 して お り、

現 在計画 中 と回答 した16.5%と 併せ る と86,3%の ベ ンダーが イ ン ター ネ ッ ト対 応 に取 り

組 も うと してい る。 こ う したデ ー タベ ー ス産業 のWebベ ー ス化へ の 移行 に よって、 家庭 な

どか らの パ ー ソナルユ ー ス も拡 大 してい くこ とにな る。一 方で 、1999年2月 にス ター トし

たNITド コモの 「iモ ー ド」サ ー ビス を契 機 に して急 激 に普 及 して いる モバ イル メデ ィア

向 けの コンテ ンツ も活 発化 の方向 に進 むだ ろ う。

ユ ーザ ー層 や利 用機 会 が拡 大 す る こ とは商 用 デー タベ ースの提 供事 業 者 に とって 、大 き

な ビジ ネスチ ャ ンス とな るの は 間違 い ない 。 そ こで 、デ ー タベ ー ス業 界 で も、現 在 エ レク

トロニ ック ・コマ ー ス の仕 組 みづ く りが 注 目 され て きて い る。 「だ れで も、 ど こで も、 簡

単 に情 報 が得 られ る」 イ ンター ネ ッ トの メ リ ッ トは一 方 で 、デ ー タベ ー ス事 業 者 が提 供 す

る コ ンテ ンツの知 的財 産権 の侵 害 が懸 念 され るた め 、知 的財 産権 保護 を含 め て セ キュ リテ

ィを守る必 要が で て きてい る。

また 、米 国 で は議 会 図書 館(LibraryofCongress)の 無 料 ホ ーム ペ ー ジで公 開 して い る

米 国議 会 の法 案 関係 の 無料 デー タベ ースTHOMASが 、有償 で提 供 して い る大手 の判 例情 報

サ ー ビスを圧迫 してい る と報告 され て い る。 また 同様 に政府 印刷 局のGPOア クセス のWeb

登場 も、民 間企業 が提 供 す る有料 の 商 用 デ ー タベ ース に影響 を与 え てい る とされ てい る。
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日本でも特許庁が1999年3月 か ら特許情報の開示を開始 してお り、 これが民間の特許情

報デー タベースに影響 を与 えているとみ られ、事業者側は収録の迅速化、検索機能の付加

価値化な どの対抗措置 を取ることが必要だろう。
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第2章 データベース産業の振興に係る基本的考え方と将来の方向性

2-1デ ータベース全体 に対する基本的な考 え方

デー タベース全体に対する基本的 な考 え方 について、社会全体、企業活動、研究 ・教育

活動、家庭などパ ーソナルユースの4つ の視点か ら述べ る。

①デジタル情報化社会を推進するにはデー タベースの充実が欠かせ ない

情報化が全世界的 に急速 に進 んでお り、情報化が進展する分野 において も製造、流通、

金融、行政、医療 、教育、生活、エ ンターテ インメ ン トなどあらゆる分野 に及んでいる。

これに伴 い多種多様の情報がデジタル化 され、情報 ネッ トワー クや各種媒体 などを通 して、

大量に流通で きる ようになっている。企業 または個人 にとっては情報の中身その ものに価

値があることか ら、デジタル情報化社 会が進展す るにはデータベース(無 料の もの を含め

た広義の意味)の 充実が欠かせない と言 える。

②企業間競争が激 しくなる中、経済 ・産業活動にデータベースを活か してい く必要性が増

大する

企業間競争が厳 しくなる中、ITや 情報活用の差が企業の優劣 を決め、競争 を勝 ち抜 く一

つの要因になる と言われている。 「ナ レッジマ ネジメン ト」、「デー タマ イニング」 という

情報の価値 をより高めるキーワー ドが注 目され、経営戦略 と情報戦略 を連動 させる最高情

報責任者CIO(ChiefInformationOfficer)の 地位が向上 しつつあることも情報化時代を象

徴する一つの現象である。今後 ます ます企業 間競 争が激化す るにつれ、よ り木 目細 かいマ

・一ケティングや よりス ピーデ ィな経営判断が求め られて くることか ら、企業 の外部か ら調

達可能なデータベ ースサー ビスの価値お よび活用 も今後、拡大 して くると予想 される。

③研究 ・教育活動の高度化 ・多様化 を図るの にデータベ ースの活用が大 きく貢献す る

個人の創造性 を高める教育の必要性が大 き くなる中で、初等 ・中等教育の高度化 ・多様

化 にとってデー タベースの活用は重要 になって くる。特 に、生徒 自らが問題 を発見 し、解

決 してい く学習に とって、問題解決の情報源 としてのデータベースの利 用はたいへ ん有効

だろう。 また、産官学の研究機関にとって、高度化 ・学際化 ・融合化する研 究課題 に取 り

組 んでい くために、様々なデータベースの活用が増加 してい くと予想 される。

④生活 ・余暇活動 を充実 させたい とい う欲求から個 人での利用 も増大する。 また、SOHOな

どの就業形態の多様化が家庭などか らのアクセスを増大 させる要因になる

インター ネッ トの普 及によって個人 においてもネ ッ トワーク環境が急速に整備 されつつ

ある。今後、就業時間の短縮が進み、個 人の生活 を大切 に したい とい う欲求は高 まってい
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くと予想 され る中で 、個 人のデ ー タベ ー ス利 用 は拡大 して い くと思 わ れ る。 また、SOHOと

呼 ばれ る新 しい就 業 形 態 と もあ い ま って 、 自宅 や サ テ ライ トオ フ ィスか らの ア クセ ス も増

加 して い くだ ろ う。

2-2デ ータベース産業に対 する基本的な考 え方

～

◇ デ ジタル経済社会における情報基盤 としてデータベースの重要度は増大す る

デー タベース利用 は企業お よび個人で拡大 してい くと予想 されるが、その中で商用 デー

タベースはどうなってい くのであろ うか。イ ンターネッ トのデー タベースの多 くが無料で

提供 されているが、情報 を探す側 の視点か らみれば情報が溢れている、いわば情 報 の洪水

といった状況 にある と言 って も過言 ではない。 自分が本当に探 したい有用な情報 をよりス

ピーデ ィにアクセス したい とい うニーズは高 まってい くだろう。こ うした中で、膨大 なデ

ジタル情報の中か ら必要 とされる情報 を効率的に選択 し利用するため には散在する情報 を

集積 、体系的に整理 し、利用 し易 い形で、提供 される商用デー タベ ースの存在は不可欠で

あ り、デ ジタル情報化 社会における情報基盤 として、その役割 は より一層拡大 してい くと

みられる。

「デ ー タベ ース 白書2000」 に よれば 、 わが 国 の デー タベー ス産業 の1998年 の売 り上 げ

は約2,910億 円 と5年 前 と比 べ1.4倍 、10年 前 と比べ れ ば2.7倍 の成長 を遂 げて お り、 イ

ンター ネ ッ トの急速 な 普 及 に伴 う利 用者 の急 伸 、企 業 内の情 報 ネ ッ トワー ク環 境 整 備 の進

展 に よって今 後、 わが 国 の デー タベ ー ス産業 は よ り一層 の伸 びが期 待 され る。

以上の ことより、本委員会ではデー タベース産業の発展 を促進す ることは社会的に も求

め られていることとし、かつデー タベース産業 を確立 してい くことこそ、データベース市

場 の充実や新規参入 も増大 し、 日本のデ ジタル ・コンテンツ産業全体の強化 につなが るも

の と考える。

2-3商 用データベースの将来の方向性

データベース産業 は今後、社会の中で重要度が増す と予想 される中、商用データベース

の将来の方向性について提案 してい く。

㎜Wの 普 及は情報発信のためのサーバーが低 コス トで設置で きる とい う状況 をつ くり出

しつつ ある。 コンテ ンツの数 も急増 している中、商用データベースは検索機能の充実な ど

良質なコ ンテ ンツを提供す るこ とに よって、 より一層の発展 が期待 されよう。 また、商用

デー タベースの提供者が ターゲ ットとするユ ーザー層は今後、裾野 を広 げ、商用デー タベ
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一スは活性化 してい くと予想 されるとい う視点で、将来の方向性 お よび課題 を下記の よう

に列挙 してみた。

(1)良 質なコンテンツの提供

インター ネッ トで提供 されるコンテ ンツの多 くは無料 コンテンツである。急増す る無料

コンテンツに商用 デー タベ ースが侵食 されてい くとい う見方 もあるが、商用 データベ ース

は高付加価値化、検索機能 の充実、高い更新頻度、分析 ツールの提 供、広範 なコンテ ンツ

を提供することで今後 とも強化 を図 り、進化 していかなければならないだろう。

(2)公 的機関が発信する情報 との差別化

納本制度改革 によって、国立国会図書館が新たに電子媒体 を納本の対 象に加 えてい くが、

大蔵省、特許庁、最高裁判所 などか ら発信 される情報 と既 存の デー タベース事業者が保有

する コンテンツ との間で一部、バ ッテ ィング現象がみ られる。公的機関が提供するコ ンテ

ンツと民間の商用デー タベース とのす み分けはどうあるべ きかについて議論 はまだ始 まっ

たばか りだが今後、官が発信する情報 との差別化 を図ってい くかが課題 となるだろ う。

(3)デ ー タベース利用方法の拡大

データベースの活用方法の多 くは検索 された情報 を見て調べ 、知識 とす るものである。

しか し、 インターネ ッ トで注文のあ った書籍(電 子 デー タで保存)を 印刷 ・製本 し販売す

るオンデ ィマ ン ド出版、写真 ・絵画 ・文化財 などの素材 をデジタル化 し蓄積 ・提供するア

ーカイブビジネス
、電子書籍 などのデ ジタルキオス ク、企業内デー タベースと商用デー タ

ベースの連携などといった新 しい利用法 も拡大 してい くだろう。

(4)ワ ンツー ワンマーケティングによる潜在需要の掘 り起 こし

現在、デー タベースは自ら調べたい情報を検索 しにい く 「プル型」が ほとんどだが 、今

後顧客の興味、関心事 をデー タベース事業者が分析(デ ータマイニ ングなどの手法 を使 う

など)し 、顧客が望 むだろうコンテ ンツを積極的 に提案 してい く 「プッシュ型」に よる情

報提供 も拡大 してい くだろう。

(5)ユ ーザーの裾野(利 用者層)の 拡大

インターネッ トや携帯電話の普 及によ り、エ ンターテインメ ン ト系 を中心に家庭でのデ

ー タベース利用 も拡大 している。各社様々な戦略が考 えられるが、今後の方向性 としては

インターネッ トユーザ ーの拡大 に従 いユーザ ーの裾野 を広げてい く(一 部の企業か ら多 く

の企業へ、 または一般ユーザ ーへ)こ とが重要 になる。同時に利用者層 を拡大するための

デー タベース活用能力(リ テラシー)の 向上の施策な ども必要 となってこよう。
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(6)適切 な料金 による発信

デー タベースにア クセスす るための インフラである通信料金やプロバイダー料金 は、一

般 に米国 と比べて高い とされている。通信事業者やプロバイダー とも低廉化へ取 り組み始

めているが、ス トレスを感 じさせず にネ ットサー フィンするために もインフラ利用料 の低

廉化が求められている。

また同時 にデー タベ ース販売価格の低廉化 ・多様化 も求め られて くる。 リーズナブルな

料金で発信 してい くには、適切 な投資 コス トで開発 ・提供で きる効率的な収集 ・加工体制

(生産性の向上)が 必要だろう。

(7)セ キュ リテ ィが確保 されたデータベース流通

エ レク トロニ ック ・コマース拡大の重要課題 はセキュ リテ ィの確保 であ る
。商用データ

ベースの不正利用 を防 ぎネッ ト上 でデー タベース流通 を促進 させ るには
、情報の保護(情

報漏洩、盗聴、改 ざんの防止)、 本 人確認 ・電子署名 ・認証、不正 ア クセス防止 な どの技

術的確立が必 要である。

(8)デ ー タベースの法的保護

デー タベース開発 には多大な投資が必要で、その投資が守 られない ことにはデー タベー

ス開発 ・提供の インセ ンティブ も働かない。現行 の著作権法あるいは不正競争防止法 を補

完する形 で、新 たなデータベ ースの法的な保護の枠組みの確立が必要かつ急務 となって き

ている。

(9)安 全で効率的な決済の実現

インターネッ トシ ョッピングの決済方法 としては現在、郵便 ・銀行振替、代金引 き替え

や、クレジッ トカー ドな どの電子決済が使 われている。 しか し、 ネッ トワー ク上でデータ

ベースをよ り円滑に流通 させてい くためには、電子マネーの導入が必要である。電子マネ

ーによるマイクロペ イメ ン トの導入 はデー タベース市場の拡大 に大 きく寄与す るもの とみ

られる。

(10)マ ルチメデ ィア情報 の提供

情報の形態 に対す るユ ーザーのニーズは様 々であ り、今後、テキス トや数値 データのみ

ならず、音声や音楽、画像 などマルチメデ ィア情報 での提供のニー ズも高 まって くると予

想 される。ネ ッ トワー クの大容量化が進む中、数値 デー タとGIS(地 理情報 システム)、 住

所 と地図な どを組 み合 わせて新 たな価値 を生み出せ るようなもの も含めて、マルチ メディ

アコンテンツの提供 も求め られて くるだろう。
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(11)多 様 なメ デ ィア展 開

イ ンター ネ ッ ト、衛 星放 送 ・通信 、地 上 波 放 送 、CATV、 モ バ イ ル メデ ィア、 パ ッケ ー ジ

系 メデ ィア な どデ ジ タル コ ンテ ン ツ をユ ーザ ー に届 ける メデ ィア も多 様化 して い るが 、そ

れ ぞ れの メデ ィアの特 性 にあ った デ ー タベ ー スの提 供 を考 えてい く必 要 が あ る。一 つ の コ

ンテ ンツ ソー スを複数 の メデ ィアで流 通 させ る 「ワ ンソー ス ・マ ルチ ユ ー ス」 も活 発化 し

て こ よう。

(12)使 い易いシステムの開発

パ ソコンの普及が進 む中、多 くのユ ーザ ー層 がネ ッ トワークを介 してデータベースにア

クセスで きる環境が整 いつつあ るが、 まだ誰で もが使いこなせる レベルにあるとは言えな

い。今後、特定のサービス対 象者か らパー ソナルユ ースへ とユーザーを拡大 してい く中で、

特 に 自分が欲 しい情報 にた どりつ くための使い易い検索方法の確立が必 要になって くるだ

ろう。

(13>グ ローバルなマーケ ッ トの開拓

経 済活動のグローバル化や社会の ボーダ レス化が進展 してい く中、科学技術、社 会 ・経

済情報な どの動向 を把握 したい とい う海外 か らのニーズは高い もの と思 われる。 日本発の

情報 を外国語に翻訳 して、 ターゲ ッ トとするマーケ ッ トを世界規模 に広 げてい く方向性 も

考 えられる。
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第3章 デ一夕ベ・一ス産業の振興に係る現状と課題

第2章 では 「商用データベース産業 の将来の方向性」 として13項 目を列挙 した。第3章

ではデー タベース産業の振興に係 る現状 と今後、求 め られてい く課題 をピックア ップ して

い く。

3-1将 来の方向性と課題に係る全体の枠組み

90年 代初頭か ら、顧客の持つ問題点 を解決す る、いわゆるソリューシ ョンビジネスとい

う言葉が注 目された。昨今、 ソリュー ションは完全 に市場 に浸透 し、当た り前 のこ ととな

ったが、 ビジネスを展 開す る上で、現在 で も 「ソリューション」 という視点が事業 を展開

す る根本であるこ とに変わ りはない。デー タベース事業に とって も同様 で、デー タベース

事業者か ら顧客に提供 されるコンテ ンツは、企業 の事業活動の ソリュー ションもしくは個

人の生活の充実に使用 されている とい って も過言ではないだろう。

情報が溢れ、マーケ ッ トが多様化 している時代 では、第一にデー タベ ース事業者が考え

るべ きこ とは 「誰 に」、「どんな」 ソ リューシ ョンを 「どの ように」提 供す るか、つ ま り自

らのマーケッ トポジシ ョンを設定す ることである。特 に無料 コンテ ンツの台頭 で無料で も

質を向上 させ ていることか ら有料で デー タベ ースを提供するものに とっては、明確 な差別

化 ポイン トを打ち出 していかないことには生 き残 っていけない と言えるだろう。

データベースはパ ソコン通信、インターネ ッ ト、パ ッケー ジ系 メデ ィアなどで取 り引 き

されているが、特 にインターネ ットではデー タベース保護 の法制度やセキュ リテ ィの仕組

みづ くりが求め られている。権利が きちん と守 られていなければデータベース事業者 はデ

ー タベースを流通 させ ないだろう
。 デー タベ ース保護 に関 しては第一 に技術的 な対応 を行

い、技術 で対応で きない部分 は法制度の整備が必 要である。そ して、商品であるデー タベ

ースの価格 を弾力的に設定 してい くこ とや
、プロモーシ ョン活動 も充実 させ てい くことも

望 まれる。 さらに従来の ビジネスの枠組みに とらわれない新 しいビジネスモデル をいかに

構築 してい くか も今後の大 きな課題 である。
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図3・1・1デ ータベ ース事 業者に関 わる各種 項 目の関連 図

DB事 業者の役割

凋 政一 一
売上増加

マ ーケ ッ ト ・ポ ジ シ ョンの設 定
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3-2デ ータベース産業の振興に係る現状と課題

3-2-1良 質なコンテンツの提供

本項では台頭 してい る無料 コンテンツが商用 データベースに与 える影響 とともに、無料

コンテンツに対抗 して、データベ ース事業者サ イ ドは どう有料サー ビスを維持 してい くか

の課題について述べ る。

3-2-1-1無 料 コンテンツが商用データベースに与 える影響

(1)伸 張する広告モデルによる無料 コンテンツ

インターネ ッ ト上 のコンテンツの多 くは無料で閲覧で きる とい う現在 、利用者 から料金

を取 るのではな くて、広告収入を利益 源 として ビジネス展開す るビジネスモデルが台頭 し

て きている。広告市場全体 からみ る と1%に も満 たない規模 だが、国内におけるインター

ネ ッ トの広告市場は1999年 で250億 円に達 し、前年比で倍増 とい う飛躍的な伸びを示 し

てい る。1カ 月の利用者(ユ ニークユ ーザー)が 約1,000万 人 と推計 されるインターネッ

ト検索サ イ トを運営 しているヤ フー ・ジャパ ンの株価が当初1億 円の大台 に乗 ったことに

象徴 されるようにインターネ ット広告へ の注 目度 は高い。特 にポー タルサ イ トではページ

ビューを増や し、広告的 な価値 を増大 させ る 目的で、魅力的なコンテンツの開発 に力を入

れている。例 えばYahooの サイ トで はニュース、企業 ・財務 ・人物 ・株価チ ャー ト・電車

の経路情報な どの ように比較的、質が高い ものが無料 で閲覧で きる。ポー タルサ イ ト間の

競争が激 しくなる中、他の無料サ イ トとの優位性 を維持するため、ポー タルサ イ トを運営

す る事業者は さらなる質の向上に努めている。

インフラテクノロジーの開発競争が ドッグイヤー と言われるように通常の7倍 の速度で

開発が進め られ情報発信 もよ り簡単 にな りつつあ る環境の中でマスメデ ィアやデータベー

ス事 業者 な ど専 門の プロデューサ ーの役 割 は縮 小 してい くだろ う とい う見方 もあ る。

(財)デ ータベース振興セ ンターが1999年10月 に実施 した調査で も 「今後の不安 ・懸念

事項」について、「ホームページなどデー タベー スその ものの無料化が進み、有料 のデー

タベースの利用の伸びに影響が出ている」(全 体 の51.7%)が2位 に位置する という結果

が出ている。

(2)明 確 な差別化 ポイントが成長のカギ

無料 コンテンツは有料 コンテンツを侵食 してい くのであろうか。答えは`否'と 言える

だろう。デー タベース事業者が培 って きた情報収集能力や情報の分析能力 を駆使すれば無

料 コンテ ンツとの質に関 して十分 に優位性 を保 っていけるだろ う。

実際に無料サ イ トが台頭する中で も有料 デー タベースは売 り上 げを伸 ばす傾 向にある と
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言える。有料 コンテンツは未だに網羅性、ス ピー ド、信頼性 に関 して無料 コンテ ンツより

優れてお り、ユ ーザーはそれぞれのニーズに よって無料 と有料 コンテ ンツを使 い分けてい

るのである。例えば、ニュース分野については 「早 く情報 を知 りたい」、「詳細 を知 りたい」

というユーザーは有料 を選択 し、それ以外の場合は無料 コンテ ンツを選択する。また、Yahoo

の無料の株価情報サー ビスは株式市場の発表 よ り20分 遅れで しかないのに、 リアルタイ

ムで株価情報 を提供す るサー ビスは順調に売 り上 げを伸ば している。両者 の間にはスピー

ドとい う視点で明確 な違いがあ り、ユーザ ーは金 を払ってでも、早 く情報 を提供 して くれ

る有料 コンテ ンツを選択す るのである。

有料 コンテンツが優位性 を持つ事は人件費を含めた トータルコス トの面で も説明で きる。

例えば、一般のサラリーマ ンが3日 間、 インターネット上 をはえず り回って、集めてきた

情報に比べ、社内のサーチャーが商用データベースか ら即座 に検索 した情報の内容が勝 る

とい うエ ピソー ドが示す ように、商用デー タベースを使 う方が コス トパ フォーマ ンスが高

い場合は多 くある。

また、お試 し版 などの無料 コンテ ンツが より深みのある有料 コンテンツへ の誘導路の役

割 を果た してお り、む しろ商用デー タベースの利 用を押 し上げているとい う報告 もされて

いる。無料 コンテンツをうま く使いこなす ことも企業戦略上、重要 な要素 となっている。

商 用 デ ー タベ ー ス事 業 に とって重 要 な こ とは デー タベ ース に付 加価 値 が 存 在 す るか で あ

る。 これ は別 の言 い方 をす る と コンテ ンツ に コ ンテキス トとい う もの を組 み 合 わせ て 、 い

か に多 くの付 加価 値 を生 み 出 してい くか にあ る。 コ ンテキ ス トとは、 「Creation ,Selection,

Indexing,Linking,Analysis,Certification,Archiving」 とい った デー タベ ー ス をつ くって

い く上 で の 基 本 的 な要 素 か ら構 成 され るが 、 こ う した要 素 を巧 み に組 み 合 わせ て、付 加価

値 が高 く、 検索 能 力 に 優 れ、高 い 更新 頻度 や分析 ツー ルの提 供 が実 現 した サ ー ビスに よっ

て 、無 料 コ ンテ ンツ との差 別化 が可 能 にな るの で ある。 こ う して デー タベ ー ス提 供 者 は一

定 の役割 を ネ ッ トワー ク上で果 たす こ とが で きる のであ る。

イ ン ター ネ ッ トが普 及 し誰 で もが デ ー タベ ー ス にア クセ ス可能 な環 境 が整 った か ら とい

っ て、す べ て のユ ーザ ー を ター ゲ ッ トに情 報 を提 供 して い くべ きで は な い だ ろ う。 デー タ

ベ ー ス事 業 者 は無料 、 有 料 を問 わず 他 との 差 別化 を図る ため 、 自 らのマ ー ケ ッ トポ ジ シ ョ

ン を明確 に定 め て い く必 要が あ る。情 報 過 多 の時 代 はオ リジナ リテ ィ、 スペ シ ャ リテ ィな

コ ンテ ン ツが よ り強 く求め られ て くるの で あ る。

デ ー タベ ー ス事 業 者 も収入 源 を情 報 提供 料 とス ポ ンサ ーか らの広 告 料 の2つ か ら得 る こ

と も もち ろん 可能 だ。 しか し大 きな広 告収 入 を獲得 で きる の は ご く一 握 りの 人気 サ イ トと

言 え るだ ろ う。将 来 的 に どう推 移す るか は分 か らな いが 当面 は あ くまで も提 供 料 収 入 を メ

イ ンに考 えて い くべ きだ と も考 え られ る。

無料 コ ンテ ンツ も さ らに質 を向上 させ て い くだ ろ うが 、デ ー タベ ー ス事 業 者 は差別 化 ポ

イ ン トを 明確 に し、 コ ンテ ンツの質 の 向上 に努 め てい くこ とが 必 要 で 、逆 に言 えば コンテ
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ンツが優れていれば今後 とも生 き残 ってい くことがで きる と言えるだろう。

3-2-2公 的機関が発信する情報との差別化

情報化の進展 によ り公的機関か らの情 報発信 も拡 大 しようとしている。その影響 と課題

を探 る。

公的機関か らの情報発信は コンテ ンツ提供者か らコンテ ンツを収集 し一般 に公開する国

会図書館 の納本制度に よる もの と、 自らデー タベ ースを整備 し、それをネッ トワー クもし

くはパ ッケージ系 メデ ィアで一般 に提供 しようとす る大蔵省、特許庁などの取 り組みの2

つ に分類 される。

前者の国立国会図書館が実施 しようとしている 「納本制度の改革」ではデー タベース事

業者からコンテ ンツが収集 され、一般に公開 され るためデータベース事業者 にとっては重

要な問題 と言える。

納本制度は国内で刊行 された出版物 を国立 国会図書館 に納入 させる制度で、昭和23年

に創設された ものであ り、これまで納本 の対象は紙媒体に よる出版物が中心 となっていた

が、近年 の電子出版物の増大に対応することが急務 となってきている。そ こで平成9年1

月、衆 ・参両議 院の議 院運営委員会の承認 を得て、国立国会図書館長の諮問機関 として、

納本制度調査会が設置 された。平成9年 よ り審議iを進めて きたが、平成11年2月 に答 申

をまとめ、国立国会図書館長に提出 した。同答 申の概略は次の とお りである。

①CD-ROMな ど有形の媒体に情報 を固定 した 「パ ッケージ系電子出版物」 について も、従来

の紙媒体 などによる出版物 と同様 に納本の対象 とする。

② ネットワー クを通 じて情報 を送受信する 「ネ ッ トワーク系電子 出版物」は当分の間、納

本の対称外 とする。但 し電子 ジャーナルな ど従来 の著作物 と同 レベルの内容の ものにつ

いて必要な ものは、納本制度ではな くて、個 々の契約 によって収集すべ きである。

③ 図書な ど有形の媒体 に固定 されている出版物 と、電子媒体 で提供 される出版物 との決定

的な違いは、情報 を媒体 から分離 させて どの ように も流通 させ ることがで きる とい うこ

とである。電子媒体 はア クセス数に も伝送距離 に も依存せず劣化 しないため、従来の紙

媒体 と同様 に電子媒体 を流通 させれば財産権 を保証 されてい る著作権者の利益が著 しい

制約を受 けかねない とし、著作権者 ・発行者等 との協議 の上、電子 出版物の利用環境の

整備を図るべ きである。

こうした主 旨の答申を受けてパ ッケージ系電子 出版物 を新たに納本の対象 とする制度改

革が2000年1月 召集の通常国会で審議 され3月31日 に成立 し、2000年10月 か ら納品

が義務づけ られる。パ ッケー ジ系電子出版物 は当面 、スタン ドアロー ン方式 で館内利 用に
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限る もの とし、館 内ネ ッ トワー クで提供する必 要がある場合 には必要な条件 を盛 り込 んだ

契約 などを締結する。そ して複写利用については当面、電子的な複製は行わず、紙への プ

リン トアウ トのみ となる見込みだ。

本委員会で はパ ッケージ系電子出版物 の納本その ものについては、 と りわけ強い反応 は

出ていない。 しか し、膨大な情報を蓄積す るデータベ ースの中か らの プリン トアウ トを一

部分 に限定す ると して も、その一部の情報の入手が顧客 にとってデータベ ースを活用する

目的であるため、単価が高いデー タベースな どは認 めるべ きではないのではないか とい う

反対意見 も出た。パ ッケージ系電子出版物は ネッ トワー ク系 よ りもデー タの更新 が リアル

タイムに行え ないため最新情報 でないこ と、国会図書館 とい うクローズ ドな場所 に限定 さ

れていることか ら影響は軽微だ ろうとの見方が大半を占めた。

しか し、直接契約 によりデー タベースを提供する顧 客 とは異 な り、不特定 多数のユーザ

ーが利用する国会図書館 は誰が デー タをプリン トアウ トしたかが分か らないためデー タベ

ースを不正利用 した場 合の不正利用者の発見や実証が難 しい という問題点 も指摘 された
。

この問題 についてはデー タベース保護一般の問題で もあ り、今後早急 に取 り組 んでいかな

ければいけない課題 と言 えるだろう。 また、複写 に関す る 「ダウンロー ド」 の問題 や、将

来的 にはネッ トワー ク系電子出版物 を含む納本の対象に関する議論がな されるであろう。

国会図書館の情報提供のや り方によっては、商用データベースに大 きな影響 を与 える可

能性 もあ り、情報化社会において国会図書館の納本制度 はどのように推移 してい くかなど、

今後の動 きをウオッチ してい く必要があると言える。

データベースを自ら整備 し、ネ ッ トワー クを通 じて情報提供す る公共機関の数 も増加 し

ている。前述の国会図書館では2000年3月 に昭和23年 以降に受 け入れた国内刊行 図書約

200万 冊お よび、昭和61年 以降の洋図書約20万 冊の所蔵資料 を検索で きる もののほか、1993

年1月 以 降の国会の会議録情報 を検索で きるデー タベースサー ビスも始めている。

特許庁 では1999年3月 よ り特許電子図書館 を開設 し、特許庁の保有する工業所有権情

報 のデー タベ ースとその検索 システムをイ ンターネッ ト上で無料提供 している。 この電子

図書館 で提供する内容 は、特許 ・実用新案公報、意匠公報 、商標公報、外国特許明細書、

日本国 ・周知 ・著名商標、出願 ・登録 ・審判関連情報 などで従来は工業所有権総合情報館

などの公衆閲覧施設 において公開 されていた ものである。インターネッ トに接続 可能 な環

境 さえ整 っていれば誰で もこ うした情報 を閲覧す るこ とがで きる。ア クセス件数 は1999

年3月 から2000年3月 末 までの累計で約270万 件に達 してい る。特許庁では特許電子図

書館の提供サー ビスをさらに拡充 してい く方針である。

最高裁判所で も東京高等裁判所,大 阪高等裁判所,東 京地方裁判所,大 阪地方裁判所 お

よび名古屋地方裁判所 を中心に知的財産権 関係民事 ・行政事件の判決 を「知的財産権判決

速報」として提供 している。
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米国では議 会図書館(LibraryofCongress)の 無料 ホームページで公開 して いる米国議

会の法案関係の無料デー タベースTHOMASが 、有償で提供 している大手の判例情報サー ビ

スを圧迫 している とい う問題 も指摘 されるなど公共機関か らの情報発信 による影響 を見守

ってい く必 要がある。そ して、そ もそ もこう した公 的機関が提 供す るコンテ ンツと民 間の

商用デー タベース とのすみ分けは どうあるべ きか。情報公 開の原則か ら公共情報の提供 は

今 日の状況か ら自明の ことと考え られるが今後、官 と民の情報提供範囲 における領域 な ど

の問題について公共経済学的視点 と絡 めて議論 してい く必 要があろう。

3-2-3デ ータベースの利用方法の拡大

本 項では新 たな潮流 として注 目され る事例 を取 り上 げ、 デー タベース利用方法の拡大の

現状 と課題 を探 る。

従 来 、デ ー タベ ー スサ ー ビス と言 え ば ネ ッ トワー ク も し くはパ ッケー ジ系 メ デ ィア を通

して 、調 べ た いデ ー タや情 報 を検 索 し、 その 内 容 を吟 味 す る とい う形 態 だ っ た。 しか し、

ITの 進展 や ニー ズの多様 化 に よ り、 デー タベ ー ス利 用方 法 が拡大 しつつ あ る。 最近 の傾 向

と して注 目され る事 例 と して、 オ ン デ ィマ ン ド出 版 や 、写 真 ・絵 画 ・文 化財 な どデ ジ タル

化 した素材 を販売 す る アー カイブ ビジ ネ ス、電 子 書 籍 な どの デ ジ タル キ オス ク、社 内 デ ー

タベ ー スを商 用 デー タベ ース と連 携 させ ナ レ ッジマ ネジ メ ン トに高 め てい こ う との試 み な

どが ある。

(1)オ ンデ ィマ ン ド出版

オ ンデ ィマ ン ド出版 とは事業主体 となる企業が出版社か ら書籍 を預 か り、 スキ ャナーな

どで画像 として取 り込 み、デジタルデー タとしてデー タベース化 し、 インターネ ットなど

で注文があった場合 に印刷 ・製本 し、で きあが った本 を販売する というもの。何千部 と売

れる本の場合は従来の オフセ ット印刷の方が低 コス トで出版で きるが、月に数冊 しか売れ

ない需要の少ない本 にはオンディマ ン ド出版にメリッ トがある。

1999年 秋か ら紀伊國屋書店 と日本 出版販売(日 販)、1999年11月 には トーハ ンと凸版印

刷が共同出資会社 を設立 し、 さらに11月 に大 日本印刷 もオンディマ ン ド出版に参入 した。

手 に入れるのが難 しかった書籍 につ いて読者には慣れ親 しんだ紙媒体 に よる購読が可能で

あ り、出版社側に とっては在庫管理 ・流通 コス トの削減、販売機会の拡大 につながる。

こうしたオンディマ ン ド出版は非再販商品で取 り次 ぎ会社を通 さない流通 など出版界の

商慣習 を覆す ため、抵抗 もあるだろうが、不況 に悩 む出版業界が新 しい需要を掘 り起 こそ

うという試みであるのは間違いない。
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(2)ア ーカイブビジネス

インターネ ッ トの普 及と衛星放送の多チャンネル化 で、マルチ メデ ィア社 会が到来 しつ

つある中で、コンテ ンツ不足が叫ばれている。 こうした状況の中、提唱 されたデジタル ・

アーカイブ構想 とは 「有形無形の文化遺産をデジタル情報の形で記録 し、その情報をデー

タベース化 して保管 し、随時閲覧 ・鑑賞、情報ネ ッ トワー クを利用 して情 報発信する」 と

い うものである。

① 欧 米 の状況

デ ジ タル ・ア ー カ イブ につ いて米 国 で は議 会 図書 館 の取 り組 み の ほ か、1989年 にマ イ

クロ ソフ トの ビル ・ゲイ ツが設立 したCorbisCorporationが あ る。 同社 はす で に500以

上 の様 々な リソー スか ら、 すで に2,300万 点 の 画像 を保 有 してい る(1998年9月 の本委

員 会報 告)。 ニ ュー ヨー クの名 門 フ ォ トエ ー ジェ ンシー のベ ッ トマ ンアー カ イブ、 デ トロ

イ ト美 術 館 、 オ ン タ リオ美術 館 、 フ ィラデ ル フ ィア美術 館 な どか らデ ジ タル化 権 を手 に

入れ てい るほか 、1998年 か らは商 業写 真 の扱 って い る会社 を3社 買収 して商 業写 真 の分

野 に力 を入れ て い る。

これ に対抗 してEUで は国 レベ ルで デー タベ ー スを構 築 してい る ほか、個 々の フ ォ ト ・

エ ー ジ ェ ンシーが 相 互 に ネ ッ トワー ク してい るMuseumonLineやArtWaveな ど動 きが

注 目 され る。

② 日本の状況

日本ではデジタル ・アーカイブ推進協議会が1996年4月 に発足 して、産官学共同プ

ロジェク トとして積極的な活動 を行 っている。東京国立博物館 は、20万 点のデ ジタル化

を推進 してお り、 さらに文化庁 と共同で一つの窓口から複数の博物館のサーバ を検索で

きるシステムを構築する 「文化財情報 フォー ラム」 を推進 中である。 また、東京大学で

もデ ジタル ・ミュージアム として600万 点のデジタル化が進行 している。

民間企業 としては凸版印刷、日立製作所、朝 日新聞社の3社 によって1998年10月 に

発足 した イメー ジモールジャパ ンが先行例であ る。 イメージモールジャパ ンは 日本 にお

ける(民 間ベースの)初 の本格 的なデジタル ・アーカイブの構築 を目指 してお り、世界

中の同様 な機関 とネ ットワー クを作 りなが らマルチメディア ・コンテ ンツを提供 してい

く考えである。デジタル ・アーカイブの構築に関 しては、5年 後 に100万 点のデジタル ・

データベース化 を目標 としている。付加価値の高い美術品、文化遺 産、歴史遺産 などを

中心 に収集 してい く。

デジタル ・アーカイブは新 しい領域のために、所有権、デジタル化権の問題 などが十分

に解決で きている訳ではない。 デジタル画像の二次利用促進のためには利用環境の整備が、
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預託促進のためには、著作者や文化財の保有者の権利保護が必要 となって くる。今後、マ

ルチ メデ ィア情報の流通が活発化 してい く中で、 アーカイブ ビジネス も立ち上が ってい く

だろうと見込 まれる。

(3)電子書籍 などデジタルキオスク

大手書店やコンビニエ ンスス トアな ど既存の リアルな店舗 を情報提供拠点 として位置づ

け、 コンテンツを販売する動 きもある。小学館、角川書店 、講談社 などの出版社が中心 に.

なって設立 された「電子書籍 コンソーシアム」では1999年11月 から2000年3月 までの間、

衛星を使い電子データで送 られてきた書籍の コンテ ンツを携帯型の専用端末で読む電子出

版の実験 を行った。携帯型の電子 ブ ックの端末500台 を配布 し、全国の コンビニエ ンスス

トアや主要書店 に電子書籍デー タを販売するための街頭端末を設置。データをNTrの 静止

通信衛星N-STAR経 由で端末に配信 し、読者は米Iomegaの 磁気 ディスク記録媒体 「Clik」

にデータを取 りこみ見開 きの専用端 末 を使 って読 む とい う仕組 み。画像 の鮮明 さは評判が

よかった ものの、好評 なのは漫画で売 り上げベス ト10の うち、7タ イ トルを占めた。 しか

し、読むために専用端末が必要でデ ィスク1冊 分 を記憶 させ るのに10分 程度かかるなど

実用化に向けての課題 も明 らかになった。

電子書籍の試みが従来の電子出版事業 と異なる点 は、出版社主導で新媒体 を開発 したこ

とだ。従来 はCD-ROMな ど既存の媒体 を利用 していたため、持 ち運びな どの面 で読書には

不 向きな面が多 かった。今回は紙の本 をその ままスキャナーで取 りこみ、活字 の字形や文

章 の行間を従来の読書感覚 に近づけた。端末の重 さも単行本 と同程 度 を目指 している。電

子書籍は流通 コス トの削減が出版物 の価格を抑えて新市場 を開拓する という狙いがある。

そ して、コンビニエ ンスス トアで ゲームソフ トを販売 しているデ ジキューブが電子書籍

コンソーシアムに加盟。デ ジキューブで は通信衛星経 由で音楽デー タをデジキューブの新

キオス ク端末 「デジタル コンテ ンツター ミナル(DCT)」 に送信 し、 ミニデ ィスク(MD)に

書 き込 むなどのサー ビスを提供予定 であ る。 これ に合わせて電子書 籍が販売 されるように

なればD(Tが コンビニエ ンスス トアに大量に配置 される2000年 夏 に電子書籍の流通が活

発化す る可能性がある。ただ、同 コンソーシアムは2000年3月 末で解散 してお り、電子

書籍のビジネス化 までには試行錯誤が続 きそ うだ。

同様 にインターネッ トを経 由 しないで専用 の自動販売機 を設置 し、音楽 デー タを販売す

るサービスも始 まっている。ベ ンチ ャー企業ブイシンクによって開発 された音楽販売機が、

1999年4月 か ら東京都渋谷区でス ター ト。それぞれの自販機は本社のコンピュー タとネ ッ

トワークでつながってお り、曲名や演奏 家、歌手 な どの名前 を利用者が タッチパ ネルで入

力、本社のサーバー内にある作 品 リス トか ら望みの曲を見つけた後 、一曲あた り300～500

円の代金 を入れる と4分 の曲が30秒 程度でMDに 録音で きるとい うもの。

店側 に とっては店頭 に長 く旧識 を置かず に済む し、消費者は気軽 に新 曲から古い曲まで

を幅広 く手 に入れられるメリッ トがある。都 内の レコー ド店か ら順次 、拡大 してい くが、
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イ ンター ネ ッ トか らの ダウ ンロー ドと異 な り、課金 が確 実 に行 え るため 、 セ キュ リテ ィ上 、

安 全 なや り方 で あ る。 デ ジ タル キオ ス ク とい った 自分 が欲 しいデ ー タベ ー スを 自販機 で ダ

ウ ンロー ドす る先 駆 け と して注 目 される。

(4)企業 内データベースと商用デー タベースの連携

企業の イン トラネ ッ トやエ クス トラネッ ト上 にデー タベースを構築 ・利用す ることで、

企業内データベース と連携 し、ナ レッジマ ネジメン トを推進 してい くサー ビスも今後、拡

大 して くる。「ナ レッジマ ネジメン ト(知 識管理)」 とはグループウエアの 「情報 の共有」

の考え方 をさらに発展 させ たもので、企業内に蓄積 されている知識や ノウハ ウを活用 して

企業の競争力 を高 めることを目的とす る。特定の業務 に精通 してい る社員が身につ けてい

る知識や ノウハ ウを社内で公開する仕組み をつ くり、ほかの社員がそれ らの知識や ノウハ

ウを活用 してい くものである。

日本経済新聞社 はジャス トシステムと提携 して、日経の記事 デー タとユーザ ー企業の社

内デー タベースを連携 させた 「日経 ジャス トサーチ」を2000年3月 からスター トさせた。

ナ レッジマ ネジメン トに対応 したシステム構築をサポー トする とい うもので、企業内の知

識や ノウハ ウを蓄積す る文書管理 システム と日本経済新聞社の記事 ニュースをジャス トシ

ステムのコンセプ トベ ースとい う概念検索機 能で連携 させ、ある企業の知識や ノウハ ウ、

プロジェク トと関連 した 日本経済新聞のニュースを検索で きる。

こうした企業内ネ ッ トワークシステムの中で デー タベースを利用 してい くや り方 も今後、

拡大 してい くだろう。

3-2-4ワ ンツーワンマーケティングによる潜在需要の掘 り起 こ し

現在、デー タベースはユーザーが 自ら調べたい情報 を検索にい く 「プル型」が ほとんど

である。 しか し、今後 は顧客の興味、関心事 をデータベ ース事業者が分析(デ ータマ イニ

ングな ど)し 、コンテ ンツを提案 してい く 「プッシュ型」 による情報提供 とい うことも拡

大 してい くと予想 され る中、本項ではこれに関す る現状 と課題 を探 る。

デ ー タベ ース事 業 者 が 売上 を拡 大 させ るに は既存 ユ ー ザ ーや新 規 ユ ー ザ ー の潜在 的 なニ

ー ズ を探 り出 し
、顧 客 が望 む コ ンテ ンツ を 自 ら発信 して い く提 案 型 の ワ ン ツー ワ ンマ ー ケ

テ ィン グが重 要 とな って い る。 そ の一 つ が膨 大 な情 報 か ら利 用者 の好 み に応 じて提 供 す る

「情 報 の カ ス タマ イズ」 であ る。 メー ルマ ガ ジ ンやユ ーザ ーの登 録 テー マ に ヒ ッ トした情

報 を ク リ ッピ ングす る 「最 新 ニ ュー ス」 の メ ール配 信 サ ー ビスが メ デ ィア企 業 か ら配信 さ

れて い る。

ジ ャス トシステ ムで も1998年9月 に イ ン ター ネ ッ ト上 で 自然文 検索 に よる新 聞 ・経 済

誌 の検 索 サ ー ビス 「NewsTrek」 を 開始 した。 「ニ ュー ス ク リ ッピ ン グサ ー ビス」 で は必 要
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とする条件 を自然文の形で登録 してお けばメール配信やWeb上 で記事が受 け取れる。

1998年11月 にはジー ・サーチがプ ッシュ型の新サービス 「プライオ リテ ィ ・ワン」の

提供 を開始 した。利用頻度の高 いデータベースを登録 できる自分専用のホームペー ジを構

築で きるのが特徴 で、あ らか じめ知 りたいテーマ をキーワー ドとして登録 してお くと該当

す る情報が得 られた時 にそのペ ージを表示 した り、メールで告知す るパ ーソナライズ され

たサービスとなる。

さらに、プ ッシュ型で顧客に情報提供 してい くサー ビスの高度化 も図 られている。イン

ターネッ トのモール上で書籍 を販売 している米国のアマゾン ドッ トコムでは顧客の購買履

歴 から情報を分析す るデー タマイニ ング手法 を使 って、顧客が欲す ると思われる書籍のリ

ス トを電子 メールで送信 している。

デー タベース事業者の最大の資産はデータベース という商品 とともに、顧客情報 にある

と言 える。競争が厳 しくなる中、戦略的に顧 客情報 を分析 ・活用 してい くことが今後の厳

しい競争 を生 き残って い くカギであ る。 こう した状 況の中で、顧客情報 の分析活用技術 と

して知 られているのがCRM(カ スタマー ・リレーションシップ ・マ ネジメン ト)で ある。

顧 客の特性 を把握 し、顧客ニーズにあわせてサービスや商品、情報 を提供す る上で顧客満

足度 を向上 させて、個 々の顧客に適切なチ ャネルを利用 して顧客 との関係 を強化 ・維持す

る経営手法である。顧客 をその企業 にもたらす利益 ごとに分類 し、 より高い利益を得 られ

る顧客は優遇 してい く。今後は どう顧 客のニーズを掴 み、顧客 を逃が さないようにマ ネジ

メン トをするかが事業発展のカギになる。

3-2-5ユ ーザーの裾野(利 用者層)の 拡大

本項では個人をは じめ とす る商用デー タベースの利用者層の拡大 、さらに家庭へ の普及

の可能性 について現状 と課題を探 る。

現在、一般ユーザーが好む有料 コンテ ンツの代表が 「占い」 である。ニ フテ ィでは子供

の名前のつけ方、安斉流姓名判断な ど姓名判断 も人気 を博 してお り、 ピー ク時には100万

件以上のアクセスがある。特 に無料のお試 し版 を設 けることで、有料 コンテ ンツへ のアク

セス も増えるようだ。情報提供サー ビスはパ ソコンか らのアクセスに限った ものではなな

く、携帯電話 も重要なツールにな りつつある。MTド コモの携帯電話 「iモ ー ド」 で人気

なのがバ ンダイが配信 しているゲー ム。 「日本 シリーズの勝者は どっち」 といった クイズ

が出題 され、参加者の意見 によりリアルタイムでオ ッズが変動 し、 ポイン トを競 うゲーム

が月額300円 とい う安 さも手伝い、人気 を博 しているという。

こうしたエ ンターテイ ンメン ト系 と異 なる社会 ・経済に関する コンテ ンツに関 してユー

ザー層 を拡大 してい くには どうすべ きであろ うか。利用者層の拡大 を担 った動 きとして 日

本経済新 聞社の取 り組みがある。 日本経済新聞社ではNTrグ ループのホームページ検索サ
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一ビスであるgOOの 課金 システムを活用 して
、新聞記事な どの検索サー ビスを一般消費者

にも広げる試みを展開 している。1998年5月 からサービスが開始 された 「日経goo」 では

検索 したデータ量 に応 じ1回 ごとに課金 され、クレジ ットカー ドで決済する。試験的に電

話料金 に上乗せす る形で利用料金の決済が行 われる仕組 み も取 り入れている。法人ユーザ

ー層 を広 げ
、小 口ユーザー獲得の試 みと して注 目される。

商 用 デ ー タベ ー ス事 業 者 に とって 、新規 ユ ーザ ー獲得 は売上 拡 大 に直 接 結 びつ くた め重

要命題 と言 え る。現 在 、一 般 家庭 にお い ては商 用 デー タベ ー ス を どう見 て い るの か。

(財)デ ー タベ ー ス振 興 セ ン ター は1999年11月 に 「個 人 ・家庭 の商 用 デ ー タベ ース利

用 状 況調 査 」 を実 施 した。 エ ヌ ・テ ィ ・テ ィ ・ナ ビスペ ース の 「MyDirectory」 の 会員 の

中か ら無 作 為 に2万5,000人 を抽 出 し有 効 回答 数2,068(回 収 率8.3%)か ら集計 された

ア ンケ ー ト結 果 は次 の とお りであ る。

・オ ン ライ ン商 用 デ ー タベ ー スの 「利 用経 験 者」 は25
.8%と 前 回調 査 の28.1%と 比

べ て や や減 少 した。 「利 用 経験 者 」 の 中で 「個 人で 契約 して利 用 費 用 を払 って い る

人」 は28.4%と なっ てい る。

・個 人利 用者 で オ ンラ イ ン商用 デー タベ ー スの 一週 間 あ た り利 用 は 「30分 未 満」 が

62.3%で 最 も多 く、平均 では45分 と前 回調査 の44分 とほ ぼ同 じだ った。 一週 間 あ

た りの利 用費 用 は 「1,000円 未満 」 が59.4%と 最 も多 か った 。平 均 金 額 は 「1,791

円」 と前 回調 査 の 「1,329円 」 を大 き く上 回 った。

・利 用 して い るデ ー タベ ー スの 分野 は 「新 聞 ・雑 誌 記事 検 索 」42
.5%、 「ニ ュ ー ス」

38.7%、 「企 業 情 報 ・企業 財 務」36。8%、 「金 融 ・株 式 ・市 況情 報」20.8%、 「景気

指 標 ・経 済統計 」16.0%、 「音 楽情 報」16.0%、 「旅 行 ・リゾー ト ・観光 地」13.2%、

「人物情 報 」13.2%の 順 となった。

・利 用 トー タル コス トは 「満 足(満 足+や や 満足)」 が30
.2%と 「不満 」 の46.2%よ

り下 回 った。 前 回 調査 と比較 す る と満 足 は変化 が ないが 、 不 満 は減 少 した。 内容 に

つ い て 「満足 」 は53.8%と 「不満」 は26 .4%と 満 足 の方 が大 幅 に多 い 。

・未 経験 者 の利 用 しな い理 由 は 「無料 で 十分 」 が53
.7%、 「利 用 す る必 要が ない」 が

33.5%、 「利 用 料 金 が 高 い」 が25.0%と 続 い てい る 。一 方 で 「必 要 と してい る デ ー

タベ ー スが ない ・知 らない」14.3%、 「利用 や接 続 方 法が 分 か らない 」10 .0%、 「有

料 の 商 用 デ ー タベ ー ス を知 らな か っ た」9.4%と 情 報不 足 の た め に利 用 され な い と

の 回答 も注 目 され る。 しか し、未経 験 者 で も26 .3%が 利 用 意 向 を持 って い る結 果 も

得 られ て い る。

・オ ンラ イ ン商用 デー タベ ー スの利用 希望 情 報 は 「医 療 ・健 康 に 関す る情 報」が24
.9%

と最 も高 い回答 を集め 、以 下順 に 「新 聞 ・雑 誌記事(検 索)」 が19 .1%、 「旅 行 ・リ

ゾ ー ト ・観光 地 」 が18.8%、 「金融 ・株式 ・市 況情報 」 が ユ8.3%と な って い る。

43



こうしたアンケー トか ら次の ような傾 向が読み取れ る。全体 に占める商用デー タベース

の利用割合 は減少 しているが、インターネ ッ トユーザーが急拡大 していることか ら商用デ

ータベース利用者数は増加 している と言 えるだろう
。一人あた りの利用金額が増加 してい

るので一度 、商用デー タベースの良 さを認識 したユーザーは利用 のボリューム を増加 させ

ていることが推測 される。利用の トー タルコス トは半数近 くのユ ーザーが 「不満」 とし、

値下げに対す る期待は高いが、データベースの内容 については半数以上が満足 しているこ

とか ら、個人に とって もデータベースの有用性 については評価 を得ていると言 えるだろ う。

インターネ ットユーザーが急拡大 し利用者は 自営 ・自由業のみな らず主婦層へ と広 がっ

てお り、新規利用者 に対 し、商用 デー タベー スの内容や利用方法 のプロモー ション活動 を

充実 させてい くことが重要で、 これがユ ーザ ーの裾野の拡大に寄与するだろ う。

一方
、2001年 までに全ての公立学校がインター ネッ トに接続 されるな ど教育現場の情報

化 に向けた環境整備が進め られている中、(財)デ ー タベース振興センターでは1999年 に

情 報活用能力(情 報 リテラシー)を 向上 させ る目的で、商用デー タベースを小 中高等学校

などの授業 に役立 てて もらう 「教育現場 にお けるデータベ ース利用推進事業」 を行った。

デー タベースセ ンターに蓄積 された商用 デー タベースに、インターネッ トを通 して小 中高

等 学校のパ ソコンか らア クセスす るとい うもの。情報処理の専 門家 を育成する ものではな

く実際の授業の中で、一般の児童 ・生徒が 自分に とって必 要な情報 とは何かを取捨選択 し、

問題 を解決 してい く能力を養 う。 こうした試みはデジタル情報化社会に対応 で きる人材育

成 とともに、将来的に子供 らが社会 に出てい った時の商用デー タベース利用促進 につ なが

ってこよう。

デジタル情報化社会が進展 し、情報 を視聴 ・活用する端末 も様 々な ものが普 及 し、デー

タベースがよ り身近な生活に密着 した ものになっていった時に、ユーザーのシー ン(場 面 ・

状況)の 適性に応 じた タイム リーな情報提供 の在 り方 も問われて くるだろう。個 々人のコ

ンテ ンツに対す るニーズは種 々雑多であることは言 うまで もないことだが、一個人で も起

床 から睡眠に至 るまでの一 日のライフサ イクルの中で入手 したい情報の内容は様 々。例 え

ば、朝の出社前の慌 しい時間、通勤 中、就業期 間、昼休み、休 日などでユーザ ーが欲 しい

コンテ ンツ ・利用形態 は異なることが多い。 さらに人生の ライフサ イクルの中ではその人

の置かれた状況 によって移 り変わる情報ニーズは多様 を極める。 こうした人のシー ン(場

面 ・状況)の 適性 に応 じた情報 を提供 してい くには、複雑 に絡みあ ったユーザーの コンテ

ンツに対す る動機 と、時 と場な どの要因 をひも解 いてい く必要がある。伝送路が多様化 し、

会社、 自宅、公共施設 な ど固定 された場所 のほか、移動 中、外 出先 などモバ イル環境 での

情報入手が容易 にな り、情報提供 に対す る時間や場所 か らの制約が取 り除かれつつある。

潜在需要 を開拓 しユーザ ー層 を拡大 してい くために も、デー タベー ス事業者は コンテ ンツ

の核 となる部分 は同 じで も、その人のシー ンの適性 に合わせて、デー タベース を加工 ・編
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集 し直 し(ワ ン ソー ス ・マ ルチ ユ ー ス)、 タイム リーに デ ー タベ ー ス を提 供 してい くこ と

が 重要 に なっ て くる。

3-2-6適 切 な料金による発信

(1)現 状 の通 信 サ ー ビ ス と料 金 問題

横 軸 に速 度軸 、縦 軸 に品 質軸 を設 定 し、現 状 の通信 サー ビス をMTグ ル ー プ を例 に取

り整理 してみ る と図3-2-1の よ うにな る。ベ ス トエ フ ォー ト型 と して はOCNサ ー ビス、OCN

サ ー ビスの 品質 を高 め た もの にセ ル リ レー、 フ レーム リレー、ISDNな どの ス イ ッチ ン グ

サ ー ビス(従 来 の電 話 と同 じ方 式)が あ り、 さ らに品 質 を高 め た もの に専 用線 サ ー ビス

が あ る。

品
質
軸

▲

閨
.-AT塒 エエIJ泌 ・…

担蝪:二(最 低帯域保証型)

専用線型

スイッチング型

Intemet型

135/150

速 度 軸

出典:NTrコ ミュニ ケ ー シ ョンズ

図3-2-1現 状 の通 信 サ ー ビス

インターネ ッ ト普 及の障害の要因の一つ として、割高な接続料金の設定 と高 い通信費

などがある。郵政省では1999年10月 、 インターネッ トを常時接続 した場合の 日米の料

金格差 を発表 した。 この 「1998年 度電気通信サ ービスに係 る内外価格差調査」 は1999
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年2月 に実施(1ド ル130円 換算)し た ところ、通信料金の定額制が普及 している米国

では24時 間つなぎっぱなし通信料金やネ ッ ト接続業者に払 う接続料などの総費用 は月額

6,000円 弱だった。 日本はその6倍 以上 に達 していることが分かった。

料金が高い とインターネ ッ トユーザーは接続時間 を気 に しなが ら自分が入手 したいデ

ータベ ースを検索 しなけれ ばな らない
。料金 に対する心理的 ・経済的なス トレスを軽減

す るには リーズナブルな接続料金、通信費が望 まれる。

こうした状況に対応す るため、定額制 ・低料金化へ向けて動 き出 した。NTr東 日本、西

日本の両地域会社は定額料金制の通信サービス 「IP接 続サービス」 を2000年 度早 々に

開始す る。料金はINSネ ットの加入 者の場合、同一交換局内で2,900円 、それ以外で4,500

円 となる見込みで、実際に利用す るにはほかに基本料金 とプロバイダー料金がかかる こ

とか ら、全体で月額7,000円 ～8,000円 程度の コス トを必要 とする。まだ米国 と比べて

やや割高 とみ られてい ることか ら、 より一層 の低廉化が求め られているが、国内通信事

業者の合従連衡の競争激化により、さらに使い易 い料金設定 も行われてい くと思われる。

栢

裏日本・西日本

イン聖一ネ非

Aフ ロパイNEワ ロパイNOlSP桂 に接 続

専用線的な接続1SDN交 換権

お害桂

lNSネ ッ ト契 約者

相互接続点ノ

Oご 指 定 仰lSP

ヘ ル ー テ ィ=ノヴ

∫ρ苗齢 一ピズ

複数のlSP楼 と契約 されている場合、
接続先のISP桂 の選択力i可能

(注)ISP(lnternetServiceProvider)

出 典:NTrコ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン ズ

図3「2-2MTグ ル ー プ のIP接 続 サ ー ビ ス
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(2)プ ロバ イ ダーの 料 金

ダイヤ ル ア ップ接 続 の サ ー ビス を提 供 してい る プロ バ イ ダー には基 本 料 金 で接 続 で きる

時 間 を延 長す る企 業 が 出始 め た ほか 、定 額 料金 を設定 してい こ うとい う動 きが増 えて い る。

イ ンター ネ ッ トの常 時 接 続 サ ー ビス を廉 価 で提 供 す る もの と して 、NTrコ ミュ ニ ケー シ ョ

ンズは1999年10月 か ら ㏄Nエ コノ ミーの料 金 を16%値 下 げ し、また 日本 テ レコムの 「ODN

エ コ ノ ミー」、DDIの 「DIONス タン ダー ド」 な ど も11月 か ら値 下 げ し始 め た。 また 、CATV

事 業者 に よる ケ ー ブ ル ・イン ター ネ ッ ト接 続 サ ー ビス も概 ね64～256kbpsで5,000円 ～

6,000円 で提 供 され順 調 に加 入者 を増 や して い る。

(3)デ ー タベ ース事 業 者

(財)デ ー タベ ー ス振 興 セ ンターが1999年10月 に実 施 した 「デー タベ ー ス実 態調 査(ユ

ー ザ ー編)」 に よる と
、商 用 デ ー タベ ー スの利 用 料 金 に つ いて の全 体 的 な感 想 は 「高 い」

と回答 した企 業 が62.8%(前 回調 査64.9%)、 「妥 当」と回答 した企業 が36.8%(同35 .1%)、

「安 い 」 と回答 した企 業 が0.5%(同0%)と い う結 果 とな って い る。前 回調 査 よ り も低

価 格 化 に対 す る要望 は減 少 して い る とはい え、依 然 と して デー タベ ース販 売価 格 が 「高 い」

と感 じて い るユ ーザ ーが 半 分以 上 を占め てお り、今 後 デ ー タベ ー ス販 売価 格 の低 廉 化 ・多

様 化 も必 要 にな っ て くる。 リー ズナ ブ ルな料 金 で発 信 して い くに は、適 切 な投 資 コ ス トで

開発 ・提 供 で きる効 率 的 な収 集 ・加 工 体制(生 産 性 の 向上)を 整 備 してい くこ とが 求 め ら

れて い る。

【参考 】活 発化 す るASP(ApplicationServiceProvider)ビ ジネス

ASPに よるサ ー ビス提供 が 日本 で も本格 化 し始 め てい る。最 新 のITを 用 い た シ ステ ム

は投 資 額 も大 き く、 シ ステ ム管 理 要 員 も必 要 とす るた め 、企業 に とって 負担 が大 きい。

これ に対 して 、ASPは 各種 の業 務 用 ソフ トを大 規模 な コン ピュ ー タ施 設(デ ー タセ ンタ

ー)に 蓄積 し
、 イ ン ター ネ ッ トを通 して期 間貸 しす る情 報 サ ー ビ スであ り、従 来 の よ う

に 自 らシス テ ム を購 入 ・構 築 ・運 用す るの に比 べ て低 コ ス トで対 応 で き、 しか も常 に最

新 の シス テ ムが 利 用 で き る とい う メ リ ッ トが あ る。 日本 で もNTrデ ー タ、 富士 通 、NEC

や ソ フ ト会社 がASP事 業 に参入 しつつ あ る。 デー タベ ー ス事業 者 に とってデ ー タベ ー ス

提 供 の コス ト削減 お よ び最 新ITの 活用 とい う意 味 でASPを い かに活用 してい くかが 課題

であ る。

3-2-7セ キュ リティが確保 されたデータベ ース流通

市 場 は高 度情 報 化 の便 利 さ を求 め て い るが、 同 時 に安 全性 も求 め てい る。 安 全 で な けれ

ばユ ーザ ー は利用 しよ う と しない し、 コ ンテ ンツ供給 会社 もサ ー ビス を始 め よ うと しない。

オ ー プ ンな ネ ッ トワー クで あ る イン ター ネ ッ トを用 いた エ レク トロ ニ ッ ク ・コマ ー スの 分
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野で現在、最 も大 きな検討課題 として取 り上げ られているのが安全性(セ キュ リテ ィ)の

確保 である。電子認証 を実現す るには技術的対策 を第一 に考えるべ きである。技術的対策

で は十分ではない分野 に対 して は制度 的対策が必要であ り、技術的対策 および制度的対策

では必ず しも十分でない分野に対 しては広報啓蒙的(教 育)対 策を打つ ことが必要である。

この3つ を適切 に組み合わせ ることが円滑 なデータベースのや り取 りに求め られて くるだ

ろ う。コ ンピュー タでや り取 りされるすべての情報 はデジタルデー タになっている訳だが、

そのデー タを信頼 させ るために欠かせ ないのが電子認証である。

表3r2-1電 子認証の位置付 け

項目 狙い 内容 対応

本
人

確
認

なりすま

し防止

相手が正当な取引相

手かどうかを確認

ハ'スワード認証 、生 体

(バ イオメトリックス)認 証、

公 開認証証明書(電

子 認証)

情

報
の

保

護

情報の漏

洩防止

データが無許可で

取得 されないよう保護

デー タ暗号化

情報の改

変防止

データが改変されて

いないことを保証

電子署名

情報の盗

聴防止

不 当 なネ ッ トワー ク

ア クセ スの排 除

フ ァ イ ア ー ウ ォ ー ル

契約
保護

否認防止 後に取引内容が否認

されることを防止

電子公証

出,典:情 報 セキュリテ ィビジ ョン策定委員会報告書

◇データベースを不正な くや り取 りす るための課題 と技術

デー タベースを不正 な くや り取 りす るための課題 と技術 を考 えるにあた り、 コンテ ンツ

購入時に起 こりうる問題 と、 コンテ ンツ購入後 に起 こ りうる問題の2ケ ースに分けて考 え

てみ る。

・ネッ トワーク経由によるコンテ ンツ購入時に起 こりうる問題 として、情報の不正入手、

他人のID/パ スワー ドな どの盗難 ・不正流用、内容の改 ざん、 クレジッ ト番号や コン

テ ンツそのものを第三者 に盗み取 られる危険性が ある。

・コンテ ンツ購入後に起 こ りうる問題 として、その コンテンツの コピーを取 った り、編

集 ・加工 して再度、 ネ ットワー クで海賊版 を販売 される危険性がある。

こうした危険性 を考慮 し、セキュ リテ ィ面で求め られる主な課題 を整理す る。

(1)情報 の保護(情 報漏洩、盗聴、改 ざんの防止)

デー タベース取引時 の情報の保護 としては取引の安全 を守るには情報漏洩、盗聴、改 ざ
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んの防止 を図 ることが必要である。これに対応するには暗号技 術が不可欠である。暗号技

術は暗号化 とその復元 に共通の暗号鍵 を使 う秘密鍵暗号方式 と、それぞれ別の鍵 を使 いそ

の うち一つを公 開す る公開鍵暗号方式に分かれる。秘密鍵方式 は暗号化す る鍵 と復号化す

る鍵が同 じであるの に対 し、公開鍵暗号は暗号化す る鍵 は公開 して誰で も使 えるが、複号

化 で きる鍵は当人だけが知 っている方式である。デー タベースをデー タベース提供者サ イ

ドから受 け手へ と安全 に送 るにはお互いが秘密鍵 を保有す るや り方か、秘密鍵 と公 開鍵 を

ミックスするや り方が考 えられる。秘密鍵 と公 開鍵はそれぞれ長所 ・短所があ り、それぞ

れの長所 を生か して暗号技術 を活用 してい くことが必要である。

表3r2-2秘 密鍵暗号方式と公開鍵暗号方式の比較

秘密鍵暗号方式 公開鍵暗号方式

暗号鍵の関係 暗号化鍵=復 号化鍵 暗号化鍵≠復号化鍵

暗号化鍵 秘密 公開

復号化鍵 秘密 秘密

暗号アルゴリズム 秘密 公開 公開

代表例 DES!FEAL RSA暗 号

秘密鍵の配送 必要 不要

暗号化速度 速 い 遅い

デジタルの世界では複製が簡単 なので、海賊版や不正 コ ピーの防止が必要であ る。そ こ

でデジタルコンテ ンツの流通には 「電子透か し」 と呼ばれ る技術が欠かせない。電子透か

しは暗号技術 を利 用 し、 コンテ ンツのデー タの中に著作権や所有者の情報を紛れ込 ませて

お く技術である。

電子透か しには紙幣の透 か しと同様 に外から見 える 「可視型」と利用者に分からない 「不

可視型」の二種類があ り、現在の主流は、画像の 中に何 らかのマー クが入る可視型の もの

である。可視型 ではソフ ト(プ ラグイン)を 使 って透か しを除去で きるが、 プラグインを

配って しまった後の コ ピーは防止 で きないという問題点がある。一方、不可視型 は、何 ら

かの情報(配 信側のID、 購買者の情報等)を コンテンツ内に見えない形で入れてお くとい う

もの。 コピーを防 ぐとい うよ りは、不正 にコピー されて流通 しているもの を検 出するのが

目的だが、市場 に出回った もの をどの ように追跡 してい くかが最大の課題になっている。
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表3-2-3電 子透 か し技術 の概要

種類 内容 特徴 効果

可 視 型

(マークス

タンプ)

配信者情報のロゴ

をコンテンツの上 に

重ね表示

・特 殊ビューワで のみ 画質

を維 持 した ま まマークを

取 り外 して表示 可 能
・デ ラウサ"な どの 一般 的

なビューアでマーク付 き

で 表示

・コンテンツに対 して権利

を明示的 に主張
・Web配 信す る画像の

不正利用 を抑止
・善意の第3者 による

違法行為の防止

不可視型

'

・配信 者のID情 報

をコンテンツ内 に挿 入

・コンテンツに視 覚 的

変 化 を与 え ない
・コンテンツか ら透 か

し情報 を取 り除

くこ とが 困難

・透 か し位 置 を

推 定 しに くい

・コンテンツに対 して

権利主張が可能
・正当な権利者

情報の問合せ可

・購 入者のID番 号

をコンテンツ内 に挿入

・不正コヒ㌧ した購入

者 を特定 し、権利行使が

可能

出典 イメー ジモ ール ジ ャパ ン

菌電子透かしを付加 した画 販 』伊

鍵登録

鍵DB

nternet

情報提供者(IP)

熱済処理

51不 正使用検証

購 入 者ID:1080285

セキュア鍵配送αψ 丘θの

プロトコル

i4 ,・

鍵 購入

無 職
半開示復号化

購入者

シス デ ム フ ρ 一

(1)提 供 者:

オリジナル画 像より半開示 画

像 と解 除鍵を作 成。

(2)提 供者1

解除鍵 をセンターへ 登録.半

開示画像 は広く配布.

(3)購 入者:

半 開示画像 で購 入判断.ネ"

トワークを介 して鍵を購 入.

(4)購 入 者:

解 除鍵を用 いてオリジナル
画 像を復号.同 時に購入者[D

の 強制埋め込 み.

(5)検 証機関(提 供者 など):

読取ツー ルを用 い,不 信 画

像よりID読み 取 り.不 正使用

の購入者 を特 定,

出典:MTコ ミュニケーションズ

図3-2-3電 子透 か しを付加 した画像販 売(例)
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(2)本 人確認、電子署名 ・認証

現在、ネッ トワー ク上における他人のID、 パスワー ドの 「盗み取 り」や他人(架 空人物)

名義のIDや パスワー ド取得 による不正利用が発生 してお り、こう した ネッ トワーク上 に

おける不正利用を防止 し、取引相手が本人であることの確 認が必要である。 この代表が公

開鍵暗号 を使った電子認証で、情報 を送る側は受 け手の公 開鍵 で暗号化 して情報 を送 り、

受け手 は非公開の秘密鍵 を使 って情報の中身を復元す る。

政府 は2000年 早 々に開催 された通常国会 に 「電子署名 ・認証法案」(仮 称)を 提出 し、

インターネッ トで交 わす文書の 「電子署名」に押印並みの法的効力 を認める方針であ る。

押印は民事訴訟法に法的効力 を認める規定があ り、印鑑 を押 した文書 内容 を実行す るよう

に求め ることなどがで きる。電子認証 を使 って本人の もの と確認 で きる電子署名にも同 じ

法的効果 を認めるべ きだ と考えている。

電子署名を行 うには、信頼 で きる第3者 機関が 自分が本人である とする証明書 を発行す

る仕組み も必要だ。 この場合、主 に公開鍵 とい う暗号技 術 を使 うことになるが、公開鍵の

認証 を行 う基盤 として重要なのがPKI(PublicKeyInfrastructure)で ある。民間 レベルで

はすでに動 き出 してい るが、民間 ・政府間の行政手続 きをインターネ ットを使 って行 う 「電

子政府」 の実現 をめざす政府は認証局(GPKI:Govern皿entPKI)設 立へ向けて動 き出 した。

PKIは ① 鍵 の生 成(Keygeneration)② 公 開鍵 に対 す る認 証 書 の発 行(Certificate

issuance)③ 鍵の利用(Keyusage)④ 認証書の有効性 の証明(Certificatevalidation)

⑤鍵の廃棄(Keyexpiry)⑥ 鍵の修正(Keyupdate)の 機 能を持つ。

米国では政府のPKIを 統一 しようとす る動 きや、民間で はIBMやPKIサ ービスを行って

いるベ リサインを中心 に相互運用性のあるPKI構 築へ向けてPKIフ ォーラムの活動がスタ

ー トした
。わが国では電子署名法の検討が進んでお り、 「電子署名 を印鑑 と同様の効果 を

持つ もの として認める」 といった趣 旨の法律が2000年 中頃には成立す る見込みである。

電子署名に公開鍵暗号 方式 を用 いる場合にはPKIが 必要で、2000年9月 を目標にGPKIの

仕様 を固める予定 としている。今後、商用ベースのPKIの 導入 も進み、エ レク トロニ ック ・

コマース市場 は拡大 してい くだろう。

(3)不 正アクセス防止

日本で コンピュータソフ トに不正侵 入す る 「ハ ッカー」 に よる被害が次 々と報告 されて

いる。1999年6月 には毎 日新 聞社や朝 日新聞社のホームページが改 ざん され、さらに2000

年初めには政府のホー ムページ も被 害にあ った。不正ア クセス防止 のための手段 であ るパ

スワー ドやIDま たは ファイアー ウォールな どがハ ッカー対策 としては十分 に効力 を発揮

していない ことの証明で もある。

電子 ネ ットワーク上の不正 アクセス防止 を目的に、1999年8月 に 「不正 アクセス行為の

禁止等 に関する法律」(不 正 ア クセス禁止法)が 制定 された。施行 は一部 を除 き、2000年

2月 から実施 された。不正 アクセスとは通信 回線 に接続 された 「アクセス制御機能」(例 え
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ばIDと パスワー ドに よるアクセス制限)付 きの コンピュー タに対 し、通信回線 を通 じて、

他人の 「識別符号」(例 えばパ スワー ドなど)も しくはその他 の 「情報又は指令」(例 えば

誤動作を招 くようなコマ ン ド)を 入力 して作動 させ 、制限 され ている利 用を可能 な状態 に

させ る行為、 コンピュータAの アクセス制御機能によって利用制 限されている別のコンピ

ュー タBに 通信回線 を通 じて情報 または指令 を入力 して コンピュー タBを 作動 させ 、制限

されている利用を可能 にする状態 にさせ る行為をい う。

同法律 は不正 アクセス した者 だけで なく、他 人のパ スワー ドな どの 「識別符号」 を無断

で提供 した者 も罰せ られる。 また、アクセス管理者 は不正 アクセスか ら防御す るための必

要 な措置を講ずることに努め るもの としている。不正 アクセス禁止法が施行 されて、2000

年3月 には千葉県で第1号 の逮捕者が出た。他 人の識別符号(ID、 パ スワー ドなど)を 使

いインターネ ッ トプロバ イダーの コンピュー タに不正 に侵 入 したためだ。不正 アクセス者

を取 り締 まるためには今後、産業界 との連携 や、警察 当局のハ イテ ク犯罪への捜査能力の

さらなる向上 も求められて くる。

【参 考】IP-VPN(VirtualPrivateNetwork)

企業 に とって ネ ッ トワー クを流 れ る情 報 の重 要 度 が あが りつ つ あ る現 在 、不 正 ア クセ

ス を防 止 す る ため 、VPN(VirtualPrivateNetwork)を 使 って セ キ ュ リテ ィの 向上 を図 ろ

う との動 きも活発 化 してい る。 特 にIETFで 規 定 された イ ンター ネ ッ トVPN標 準 プ ロ トコ

ルであ るIpsecに 準拠 したIP-VPN関 連 製 品が 各社 か ら提 供 され てい る こ とが注 目 され る。

イ ンター ネ ッ ト関連 の非 常 に安 価 な通信 システ ム を使 い なが らセキ ュ リテ ィを確 保 で き、

簡便 さ と使 い勝 手 の 良 さで 信 頼性 が広 が るサ ー ビス とな って い くだ ろ う。企 業 内 だ けで

な く企 業 間(納 入先 や顧 客)な ど利 用頻度 が 大 きい サ イ ト間でIP-VPN構 築 が活発 化 して

い くもの とみ られ る。

また、域 内仮 想L刊 も動 き出 して い る。NTTの 電 話交換 局 か らあ る地域 をLaLNと 見立

て 、 ネ ッ トワー ク を構 築 す る とい う もの。 イーサ ネ ッ トで あれ ば10Mbpsの ネ ッ トワー ク

速 度で 企業 内 シス テ ム と同様 にパ ソ コ ン通 信 な どを 自由 に使 える。 例 え ば、 本 庁 か ら出

張 所、病 院 な どをつ な い だ仮想LANを 構 築 で きる。

3-2-8デ ータベ ースの法的保霞

デジタル情報の特性はオ リジナル と全 く同 じコピーが簡単 に行えること、情 報の編集 ・

加工が容易であ ること、 ネ ットワー ク経 由で直接、 コンテ ンツをア クセスまた は発信で き

る ことである。そのため、デー タベースを振興す る視点か らみれば法制度 による保護が欠

かせ ない。本項ではデー タベ ース保護の現状 と課題 について述べる。
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(1)欧 州の新 たなデー タベース保護制度

著作権法 による保護の適用 とは独立 して、著作権上保護 されないものであって も、デー

タベースの作成 においてその内容の入手 ・検証 ・提示 に関す る実質的投資 をした ものに権

利 を与える新 たな保護制度が議論 されている。 この権利 は1996年3月 に公布 された欧州

連合(EU)の 「データベースの保護 に関す る指令」では 「独 自の権利(suigenerisright)」

と呼ばれ ている。suigenerisrightは データベースの量 ・質的にsubstantial(実 質的)

な部分 を抽 出 し、再利 用 させない ようにす る権利であ り、原則 として15年 という期 間が

保護 され ることになっている。1997年 には欧米においてこれに対応す る国内法案の審議が

進展す るの と並行 してWIPOに おいても議論が開始 された。

EU加 盟各国など15カ 国の中で1999年 末までに国内法 を制定 した国は11カ 国だった。

その中で ドイツ、 オース トリア、スペイン、スウェーデンな どは著作隣接権の一環 として

デー タベ ース作成者に権利 を付与 し、イギリス、フランス、オランダは著作権制度の枠組

みの中で著作権 とも著作隣接権 とも異 なる新 たな権利 を付与す るの に対 し、デンマーク等

の北欧諸国は既存のカタログ保護規定の一環に位置付 けた。残 りの4カ 国も2000年 には

法制化の見通 しである。

制度導 入後、電話番号 デー タベース、判例 デー タベースなどで判例が出て きている。 い

ずれの場合 も従来の判例か らみて著作権侵害では作成者が勝訴する可能性が小 さいケース

で権利が確定 した ものである。

(2)米 国のデータベース保護法案

1996年 、EUデ ー タベース保護指令の採択に対 し、米国のデー タベース産業界の後押 しに

よって下院に同種の法案を提出 した。 しか しデータの 自由な利 用に支障 をきたす恐れがあ

る とし、同法案は廃案 となった。その後 、特別な権利 を付与する形式で な く、市場に被害

を及ぼす ような不正利 用行為 を禁止す る趣 旨を明記 した 「情報収集物 の海賊行為禁止 法

案」が作成 され、下院に提出 された。これは行為規制型 に近い ものであ り、非営利の教育 ・

学術研究用途な どについて権利が制限 され、連邦 ・州 ・地方政府のデー タベースには保護

が及ばないことなどを明記 していた。同法案 は2回 の公聴 会を経 て多数 の修正 を加えた後 、

1998年5月 に下院を通過 したが、上院の審議が進 まず廃案 となった。

さらに関係者の間で議論 された結 果、米国著作権法の公正利用(fairuse)条 項に類似

の適正利用(reasonableuse)条 項 を 「情報収集物の海賊行為禁止 法案」 に追加 して利 用

者側 に譲歩 した再修正法案が1999年1月 に下院に提出 された。 同法案 は細部の修正 を経

て9月 に司法委員会を通過 した。

これ とは別に学術関係者や通信事業者、機器製造業者等の意見 を基 に作成された 「消費

者及び投資家情報アクセス法案」 が5月 に商務委員会に提出 された。同法案 は不正競争防

止の理念に基づ き、先 行事業者のデータベースのデッ ドコピー を市場 に提供す る 「ただ乗

り」 を禁止す るとともに、消費者や投資家が必要 なデー タベースにア クセスす る権利 を確
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保するものである。同法案は9月 に商務委員会 を通過 した。この結果、下院に2つ の法案

が競争する形式 となった。ただ し、2法 案のいずれ を先 に同会議 に送るかは裁定委員会が

権限を持 ってお り、現在2案 が政治的な綱引 きを していることか ら、議会での審議 は進ん

でいない。

(3)わ が国のデータベース保護 の状況

日本ではWIPOか らの意見照会 を受 けて文化庁の著作権審議 会(著 作隣接権の方向)と 通

産省の産業構造審議会(不 正競争防止法の改正の方 向)で それぞれ検討が進め られている

が方向性 は必ず しもつ まってい ない。 日本学術会議 と日本工学 アカデ ミーでは学術研究の

立場から問題を検討 してお り、 もし同制度が導入 された場 合で も学術研究に支障を きたす

ことのない ように慎重 な検討が必要であることを指摘 している。

(4)デ ータベース保護の視点

日本ではデー タベース保護 に関 して、不正競争防止 法 と、著作隣接権の どち らで保護す

べ きか と意見が分 かれているようだが、いずれに して もデータベース開発 には多大な投資

が必要であ り、その投資 が守 られない ことにはデー タベースの開発の インセ ンテ ィブ も働

かず、開発意欲が薄れ、データベース産業の発展 を阻害す る可能性が高 くなることか ら、

現行の著作権 を補 う形で何 らかのデータベース保護 の枠組 み も必 要になって くる と思われ

る。

現在、著作権法で保護 されないデー タベースの法的保護 を議論する場合、著作権法で保

護 されるデータベースの定義 が明確 となっていない という問題がある。著作権法では保護

の対象になるデータベースは 「素材の選択 または配列に創作性 を有するもの」 と定義 され

ているが、「素材」を 「どう選択」 し、「どう配列す るか」で、創作性の判断基準である 「選

択」 と 「配列」が ない 「素材」 は著作権法では保護 されない ことになる。デー タベースを

構成する 「素材」が著作権法で保護 されない ような場合 、「素材」への投資 に対す る保護

を行 う必要 もある と思われる。デー タを複数の素材(ア イテム)に よって構成 された もの

とすれば、素材(ア イテム)の 収集その もの に実 質的 な投資が伴 っているかで 「実質的な

部分」の判断 も明確 になって くるだろう。例 えば、素材(ア イテム)が 単 に数値であって

も、その数値 を導 き出すためや入手す るため に多大 な投資 をしているデー タベースも多数

存在する。データベース全体か らみて、 ごく一部 の素材(ア イテム)が 無許諾で使用 され

た として も、その素材(ア イテム)が そのデータを構成す る重要 な部分であって、その収

集 に実質的な投資が伴 っている素材(ア イテム)で あるかが質的 ・量的 な判断基準 となっ

て くると考えられる。

また、EUの デ ィレクテ ィブではinsubstantial(非 実 質的)な データの抽 出を制限す る

契約 は無効 である としているが、insubstantialな デー タしか使 えない制限 され た状況 に
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おける契約条項が有効 なこともデータベース保護に とって必要である。つ ま り、ベ ンダー

が認めているデータの アクセスの範囲をベ ンダーが自由に決め られるという視点 もある と

考えられる。 これ は契約一般の問題で もあ り、従って契約行為の問題 として捉 え られる場

合が多い。

これまで商用デー タベ ースが ターゲ ットとす る顧客 は限 られたユーザーであ った。 しか

し、 インターネ ットの普及に よって誰で もがアクセスが可能な環境 が到来 しつつあ り、今

後裾野の広が った顧客層 をターゲ ットとし、事業 を展開 してい く必 要があることか ら、 こ

うした法的整備が急務 となっている。

【参考1】 著作権法 と不正競 争防止法の一部改正

デー タベースの知 的財産権制度 に関する最近の動向には著作権法 と不正競争防止法の2

つの動 きに注 目す る必 要が ある。著作権法ではデータベ ースについて 「その情報の選択 ま

たは体系的な構成 によって創作性 を持つ ものは著作物 として保護 される」 と定め られてい

る。その構成要素である情報 または素材が著作物であるか否か を問わず、その選択 また は

体系 的な構成(ま たは配列)に 対 して複製等 の行為を許諾す るか禁止するかの決定す る権

利を意味する。

著作物を極めて容易に複製 ・送信で きることに対処するため、1999年 の著作権法改正 で

は2つ の点で権利保護が強化 された。第一はパ ッケージ系著作物の無断複製 を技術的に防

ぐSCMS(SerialCopyManagementSystem)やCGMS(CopyGenerationManagementSystem)

などの技術的保護手段 を回避する装置 を公衆 に譲渡 ・貸与 した り、公衆に譲渡 ・貸与す る

目的で製造 ・輸入 ・所持 した者 に対 し、刑事罰 を科 し、回避装置 を用いた複製 に対 しては

私的使用のための複製 から除外する こととした。第二 には、著作物 などに電子透 か しの よ

うな電磁的方法に よって付与 された著作権な どに関する情報(著 作権者名や利 用許諾条件

な ど)で ある権利管理情報を除去 した り改変する行為 を規制する こととなった。虚偽の情

報 を権利管理情報 として付加する行為や、権利管理情報 を故意 に除去 ・改変する行為、加

えて、 こっした行為が行われた ことを知 りなが ら複製物 を頒布す るなどの行 為は、著作権

などを侵害する行為 とみなされる。 こう した行為 を営利 目的で行 った者 については刑事罰

が科せ られ る。 これ らの規定は当然、データベースの著作物について も適用 される。

デー タベース保護 については、著作権法や民法(の 契約法 と不法行 為法)に 加 えて不正

競争防止法 も関係す る。著作権法は物権 に権利 をあらか じめ付与す る 「権利付与型」であ

るのに対 して、不正競 争防止法では市場 において不正な競争 とされる行 為を定義す る 「行

為規制型」であ り、定義 された行為のみ を違法 とす る点である。

1999年 の不正競争防止法では暗号や電子透 か しを応用 したアクセス制限技術、複製制御

技術等の 「技術的制 限手段」 を無効化する機器 ・プログラムの販売な どの行為 を違法 とす

る改正が行われた。例 えば、パ ッケージ系 メデ ィアではDVDソ フ トに用い られてい るキャ
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ンセ ラーや、ビデオテープに用い られてい るマクロビジ ョン方式の コピーガー ドを無効に

す るキャ ンセラーなどで、テ レビに関 しては有料衛星放送やケーブルテ レビのスクラ ンブ

ル放送で用いられている暗号 を無効 にす る機器が対象 とな っている。改正の趣 旨は著作権

法改正の趣旨 と類似 してい るが 、その内容は幾つかの点で異なる。デー タベースの場合に

つ いていえば、著作権法はデー タベースの著作物のみに適用 され るのに対 して、不正競争

防止法はすべての商用 データベースについて適用 される。 また、著作権法 は刑事罰を定め

ているのに対 して不正競争防止法は民事的措置(差 し止め請求、損 害賠償等)を 定めてい

る。

【参考2】 インターネッ トの リンクを巡 る新 たな権利問題

インターネ ットの急速 な普 及で、従来の著作権では予想 されなかった権利 問題が表出 し

て きた。下記に参考にインターネ ットの リンクに関する判例 を示 した。

(1)シ ェ ッ トラ ン ドニ ュー ス と シェ ッ トラ ン ドタイム スの事 件

・イ ン ター ネ ッ ト上 の不 正 競争 の事 例 と して あ げ られ るの が シ ェ ッ トラ ン ドニ ュー ス

とシ ェ ッ トラ ン ドタ イム ス の事 件 。 同一地 域 で競 合 してい る2つ の新 聞社 が イ ンタ

ー ネ ッ ト上 で 自社 の ホ ー ムペ ー ジ をつ くって
、 記事 情 報 を提 供 して い た。 シェ ッ ト

ラ ン ドニ ュー ス は 自社 の ホ ー ムペ ー ジ にシ ェ ッ トラ ン ドタイ ム スの記 事 に直 接 リン

クを貼 る こ とで他 社 の 記事 を利 用 して い た。 リ ン ク を貼 る こ とで公 衆 に情報 を送 信

して い るの では ない か とい うこ とで 著作 権侵 害 を して い る と し、1996年10月24日

に裁判所 が暫 定的 な差 し止 め 命令 を認 め た。

(2)ト ー タルニ ュー ス社 の事 件

・同様 な イ ン ター ネ ッ トの リン ク事 件 が 別 に あ る
。 米 国 の トー タル ニ ュ ー ス社 が様 々

な会社 の記事 に リン クを張 るサ イ トをつ くって い た。CNNTや ワシ ン トンニ ュー ス社 の

ニ ュー ス をみ たい 場 合 に は トー タル ニ ュー ス社 の ホ ー ムペ ー ジの ボ タ ンを ク リ ッ ク

す る と、画 面 中央 にニ ュ ー スが 表 示 され て、 まわ りに広 告 な どが つ くもの を提 供 し

てい た。広告 とCNNの 記事 が 一緒 にデ ィス プ レー に表 示 され る こ とに よってCNNは

自分 が意 図 しない 広 告 と一緒 に 自分 の コ ンテ ン ツが視 聴 者 にみ られ る とい う状 況 に

な った。

・1997年2月20日 にCNNや ワ シ ン トンニュ ー スは トー タルニ ュー ス社 を訴 え て
、 ト

ー タルニ ュー ス社 は訴 訟 に耐 え られ ない とい う こ とで 、和 解 を した 。 そ して 、 リ ン

クは張 ってい るが 、画 面 全部 がCNNな ど別の 会社 の 画 面 に な り、完 全 に ジ ャ ンプす

る よ うに した。 この事 件 と関連 して 日本 の新 聞社5社 が トー タルニ ュー ス社 に対 し

抗 議 してお り、CNNと 同様 に ジ ャ ンプす る よ うに設 定 され た。
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3-2-9安 全で効率的な決済方法の実現

インターネッ トを通 したシ ョッピングに関する決済方法 については、郵便振替、銀行振

込、代金引 き替 えな ど従来か らの安全性の高い方法 もある。最近の動 きとして注 目される

のが インターネ ッ トとコンビニエ ンスス トアを組み合わせ たビジネスモデルだ。セブンイ

レブン、 ローソンな どコンビニエ ンスス トアチェーンは全国に数千店舗 とい うネッ トワー

クとインターネ ットを融合 させ た新 しいサー ビスをス ター トしている。 インターネ ッ トを

通 じて注文を受けた商品 をコンビニエ ンスス トア店舗 で受け渡 し、代金決済 も行お うとい

うものである。 インターネ ット上ではセキュ リティの面で問題があることから、コンビニ

エ ンスス トアの店舗で決済 を行お うとの意図がそ こにはある。 コンテンツ購入の中継基地

として、にわかに注 目されて きつつある。

決済については郵便振替、銀行振込、代金引 き替え など安全が確保 された方法で実現可

能であるが、 「効率性」 というものを考えると電子決済が求め られて くる。電子決済 は注

文 だけで な く、支払 い もイ ンターネッ トで済 ませて しまお うというものだが、業者 は代金

回収の手間がかか らない し、利用者は銀行 に振 り込みにい った りしな くていい。だが、セ

キュリティ面で不安が あ り、現在の電子決済の利用比率 は小 さい。 クレジッ ト番号 を暗号

化 してネ ット上に送信す る方法 もあるが、 カー ド番号の ような個人情報は最初の登録の時

だけ流 し、買物時 は暗証番号やパスワー ドの送信で自動的に決済で きる方式 も広が ってい

る。

プロバ イダーや携 帯電話事業者がサービスを行 う上で提供 しているIDや 電話番号 を本

人確認の手段 とし、ネ ットワー ク上の買い物の決済 を行お うとのケースが多 くみ られる。

国内最大手のプロバ イダーの@ニ フテ ィは1999年 春 か らインターネ ッ ト販売用決済シス

テム 「ニ フテ ィ決済」 を開始 している。ニフテ ィ決済は会員が接続料金支払 い用に登録済

みの クレジッ トカー ドでシ ョッピング代 金を決済す る仕組みである。NTrド コモで も500

万加入 を超える 「iモ ー ド」サ ービスか らシ ョッピングを した場合には情報料 を電話料金

と一緒 に回収する代行サー ビスを している。購入者に とっては煩雑 な手間がかか らないた

め、簡便 に利用で きる訳だ。 さらに2001年 か ら提供 される次世代携帯電話サー ビスでは

機器間の無線通信 プロ トコルのBluethoothな どを適用 し、電子決済の機能 を高め られて

い くに違いない。

今後、携帯電話 な どの決済が どう高度化 してい くか分 か らないが、自分が加入 している

プロバイダーや携帯電話会社 で品揃 え してい ないコンテ ンツを手 に入れたい場合 には、こ

うした決済方法は適用で きない と思 われる。そこで商品 などを購入 した時にその支払 いを

コンピュータネッ トワー クを通 じて行 う新 しい金の電子マネーが必要になって くる
。
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電子 マ ネー には テ レホ ン カー ドな どで馴 染 み の あ る 「プ リペ イ ドカー ドタ イプ」、金額

デ ー タを記録 させ て電子 財 布 と して使 う 「ICカ ー ドタイプ(ス マ ー トカー ド)」、 カー ドを

使 わ ない 「ネ ッ トワー ク決 済 タイプ」 の3つ に分 類 され る。

「プ リペ イ ドカー ドタ イプ」 で は テ レホ ンカー ドの よ うに貨 幣価 値 デ ー タを カー ド側 に

設 け 、購 入者 が買 い物 を した場 合 、 その 金額 相 当 分 が カー ドか ら差 し引 か れ る。書 店 、パ

ソ コ ンシ ョ ップ な どで プ リペ イ ドカー ドを販売 して い る 「ビ ッ トキ ャ ッシュ」 には1 ,000

円 、2,000円 、4,000円 の3種 類 が あ り、決 済 は裏面 に印刷 され た カー ド情 報 を イ ンター

ネ ッ トか ら打 ち込 む こ とに よ り行 う。 プ リペ イ ドカー ドタイプ は コス ト的 に も安価 で テ レ

ホ ン カー ドな どで使 われ て い る馴 染 みの あ る もの で あ るため 、現 時 点 で は他 の 方式 よ り利

用 が 多い よ うで あ る。

「ICカ ー ドタ イプ」 は小 口決済 か ら通常 決 済 まで利 用範 囲が 広 い。専 用 端 末 を設置 して

金 額 をICカ ー ドに加算 す る こ と もで きるの で、本 当 の財布 の よ うに使 える。 「ネ ッ トワー

ク決 済 タ イプ」 は、 イ ンター ネ ッ トな どの ネ ッ トワー クを通 じて貨 幣 に相 当 す る金 額 デ ー

タ を ダウ ンロー ドし買 い物 を しよ う とい う もの で あ る。特 別 な機 械 や カー ドを使 う必 要 は

な くネ ッ トワー クに接続 され たパ ソコ ンな どの端 末が あ るだ けで利 用 で きる 。

デ ー タベ ー ス な どの コ ンテ ン ツの 決 済 を考 えた時 に ネ ッ トワー ク決済 タイ プが最 も有 用

性 が高 い反 面 、セ キ ュ リテ ィ上 の不 安 が 高 い シス テ ム と も言 え そ うだ 。KDDコ ミュ ニケ ー

シ ョ ンでは0.1円 か ら決済 が可 能 な ネ ッ トワー ク決済 タイプの 「ミ リセ ン ト」 とい う電子

マ ネーを提 供 して い る。 パ ソコ ンに ミリセ ン トの ホ ームペ ー ジか ら入手 した 「ウ ォ レッ ト」

とい う電子 財 布 の役 目 を果 たす 専 用 ソ フ トを入 れ 、 「ネ ッ トコ イ ンセ ン ター」 とい うイ ン

ター ネ ッ ト上 の銀行 か ら 「ネ ッ トコ イ ン」 を購 入す る(こ の時 の決 済 は ク レジ ッ トカー ド)。

専 用 の シ ョッ ピングモ ー ルで音 楽 デ ー タや ゲー ム な ど をダ ウ ンロー ドしネ ッ トコイ ンで決

済す る。

今 後 の普 及が期 待 され る電 子 マ ネー だ が、既 存 の テ レホ ンカ ー ドやパ チ ン コの プ リペ イ

ドカー ドの違 法行 為 の事 例 が示 す よ うに 、金 額 デ ー タを不正 に改 ざん した り、 デ ー タが 格

納 され る カー ドを破損 した場 合の損 失 の補 償 、 デ ー タその ものが壊 れ て しま った場 合 の復

元 の 問題 な ど取 り組 むべ き基本 的な課 題 も多 く残 されて い る。

デー タベースや電子出版 な どデジタルコンテ ンツの決済では電子 マネーの導入が市場の

拡大 に大 きく寄与する もの とみ られる。 これはネ ッ トワー ク上でデ ジタルコンテ ンツを受

け渡 した時、課金 を簡単かつ即時 に行 いたい という要望が強 いか らだ。 デー タベ ースを使

いたいユーザーはデー タベース事業者 と契約 を交わ しているが、テ ンポラ リーなユーザー

や一般家庭のユーザー利用 を考 える と、できるだけ煩雑な手 間は減 らしたい。現在、デー

タベースという商品はネ ッ トワークで送信で きるため、売買 と同時に決済が成立す ること

がで き、 しか もデジタルコンテ ンツはペ ージ毎の課金など少額決済(1円 未満 も含む)が

中心 となるため、マ イクロペ イメン トを実現で きる電子マネーは大変有効 だか らである。
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3-2-10マ ルチメデ ィア情報の提供

インフラの大容量化が図 られようとす る中、データベ ース事業者 もマ ルチ メデ ィア情報

の開発 を視野 に入れた事業展開が求められてい る。本項ではインフラ大容量化 の状況 とマ

ルチ メデ ィア化の事例 を示す。

(1)マ ルチ メデ ィア コ ンテ ンツを支 える イ ン フラの整備

通 信 イ ンフ ラの大 容 量化 へ の取 り組 み も活 発化 して い る。 イ ンター ネ ッ トの 拡大 に よ り

加 入 者が 急増 し最大128kbpsの 通信 速度 が可能 な狭帯 域ISDNを 上 回 る通 信 速度 が 可能 な

サ ー ビス と して、従 来 の メ タリ ックケ ー ブル を使 ったADSL(非 対 称 性 デ ジ タル加 入者 回線)

の 試験 サ ー ビス も始 まっ た。MT東 日本 と西 日本 の両地域 会社 はADSL技 術 を利用 した イ ン

ター ネ ッ トへ の ア クセ ス ラ イ ンと しての 「ADSL接 続サ ー ビス」 を1999年12月 よ り1年 間

程 度 の試験 サ ー ビス と して東 京 、大 阪、 大分 県の 一部地 域 で提 供 開 始 した。 この 「ADSL接

続 サ ー ビス」 を受 けて 、東 京 め た りっ く通信 や大 分県 の ニ ュー コ ア ラが 試 験 サ ー ビス をス

ター ト。東 京 め た りっ く通信 は ネ ッ ト接 続 料 込み で 月額6,300円 程度(ADSLモ デム費 用 は

別)で 家 庭 個 人 向 けの 高速(上 り最 大 で250kbps、 下 り640kbps)の 常 時接 続 が 可 能 とな

る。M▼rコ ミュニ ケー シ ョンズ もADSLを 利 用 す る イン ター ネ ッ ト接続 サ ー ビス 「㏄NADSL

接 続 試験 サ ー ビス」(ADSLモ デ ム費 用 と接続 料込 みで7,100円)を 開始 した。NTrエ ム イ

ー も同様 の サ ー ビス を提 供 してい る
。 さ らに三 井物 産 、 ニ フテ ィ、BiGLoBE、oDN、DloN、

KCOMな ど大 手 イン ターネ ッ ト接続 業 者17社 は 「ADSLア クセス基 盤協議 会」 を発足 させ 、

通 信 料 を ネ ッ ト接 続 料 込み で 月額定 額約5,000円 以 下で提 供 で きる通 信 ネ ッ トワー クを共

同で提 供 で きる ネ ッ トワー クを構 築 す る計画 を打 ち立 て てい る。

一 方
、 ソ フ トバ ンク、 東京 電力 、 米 マ イ クロ ソ フ トの3社 は安 価 な定 額 高速 イ ン ター ネ

ッ ト通 信 サ ー ビス を提 供 す る合弁 会社 「ス ピー ドネ ッ ト」 を1999年9月 に設立 し、高速

イ ン ター ネ ッ ト接 続 サ ー ビスの基 礎 実験 をス ター トさせ た 。2000年 中 に月額5,000円 以下

の 料金 に よるサ ー ビス提 供 を 目指 してい る。ADSLは 交換 局 か ら加 入 者宅 へ の距 離 が長 くな

るほ どパ フ ォー マ ンス も低 下す る こ とか ら安 定 性 とい う面 で問 題 が あ るが 、 各社 ともサ ー

ビス地域 を拡 大 し、ADSLサ ー ビス普 及 に取 り組 んで い く考 えで あ る。 また、 固定無 線 ア ク

セ ス(FWA:FixedWirelessAccess)方 式 を利 用 した通信 サ ー ビスで は ソニ ー、MCIワ ー

ル ドコム ジ ャパ ン、JTな どが参入 を進 めて い る。

光 フ ァイバ ー を用 い た さ らなる通 信 イ ン フラの大 容量 化 も計 画 され て い る。NTrグ ル ー

プ では2000年 の フェー ズ1でADSLやFWS、 第2フ ェーズで は メ ガメデ ィアの 導入 と して

6Mbps(片 方 向)の 光 ネ ッ トワー ク、第3フ ェー ズの2005年 ご ろに は10Mbpsで 月額1万

円 で使 い放 題 とい うサ ー ビス提 供 を構想 してい る。 い わゆ るネ ッ トワー クが ジ ャブ ジ ャ ブ

使 える時代 が2005年 には到 来 す る と見 込 まれ てい る。
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現時点で もFWAや 衛星 を利用 した高速イ ンターネ ッ ト接続 も加えて定額制でかつ低廉 な

料金による常時接続型ア クセスサービスが立 ちあがる情勢になって きた中で、デー タベー

ス事業者は回線容量の制約 からテキス ト、数値情報 を中心 に提供 してきたコンテ ンツをマ

ルチ メデ ィア化 してい く必要 も出てきている。

既存の各種デー タをマルチ メデ ィア化す る事例 の一つ として、GIS(地 理情報 システム)

が ある。GISは 地理情報 を立体 的にかつ多面的に捉 え られ ることから、公的部門の防災や

環境問題評価、都市計画の支援 だけでな く、民間部 門におけるマーケテ ィングや顧客管理

な どにも幅広 く利用で きる。広 く知 られる 日本マ ク ドナル ドの 「McGIS」 は地域の 人口が

年齢別構成、駅の乗降客数 とい ったデー タを蓄積 し、商圏 を分析 した結果か ら出店候補 と

なる空白地域 を探 し出す とい うもの。

商用データベース とGISを リンクさせ たマルチ メデ ィア情報 を提供する とい うニーズは

視覚的に訴えか けられ るとい う点で今後、さらに高 まって くるだろ う。データベースのマ

ルチ メデ ィア化 はある意味で、 コンテンツにコンテキス トを組み合 わせ付加価値 を高め る

ことに もつながって くる と言えるだろう。

3-2-11多 様 なメディア展開

イ ン ター ネ ッ ト、衛 星 放送 ・通信 、地上 波 放 送 、CATV、 モ バ イル通 信 、パ ッケー ジ系 メ

デ ィア な どデ ジ タル コ ンテ ンツ をユ ーザ ー に届 け る メデ ィア も多様 化 して い るが 、 それ ぞ

れ の メデ ィアの 特性 にあ った デー タベ ー スの 提 供 を考 えて い く必 要 があ る。 本 項 で は各 々

の伝 送路 の現状 と今後 の把 握 と課題 を ピ ックア ップす る。

3-2-11-1モ パイルメデ ィアの現状 と今後

(1)モ バ イル コ ン ピュー テ イ ングの 普 及

携帯 電話 とPHSの 契約 者数 は5,600万 を突破 し、デ ー タベ ース事業 者 に とって重 要 な伝

送 手段 とな ってい る。1999年 度 はサ ブ ノー トタイ プのパ ソ コンが主流 だ ったモ バ イル メデ

ィアの領 域 が拡 大 し、 イ ンター ネ ッ トヘ ア クセ スで きる携 帯電 話 が大 き く普 及 した年 で も

あ った。NTrド コモ が1999年2月 に始 め た イ ン ター ネ ッ ト接続 サー ビス の 「iモ ー ド」 サ

ー ビス は電子 メ ール の送 受信 か ら様 々 な情 報 の 検 索 ・入 手 な ど基本 的 なモバ イ ル端 末 と し

て の機 能 を十 分 に持 ち合 わせ てい る。 「iモ ー ドjサ ー ビスは2000年3月 末 の 累計 で500

万加 入 を超 え 、 イ ン ター ネ ッ トプロ バ イ ダー最 大 手 の ア ッ トニ フテ ィを追 い抜 き国 内最 大

の プ ロバ イ ダー となった 。その 後、DDI系 の 「Ezweb」、IDOが 「Ezaccess」 、J－フ ォ ンの 「J-Sky」

な どが投 入 され てお り、移動 通 信 の分 野 で も音 声 中心 の需 要 か らメー ルや情 報 検 索 な どの

デ ー タ通 信(モ バ イル ・マ ルチ メデ ィア)需 要 の ウエ イ トが増 加 した。 普 及 台数 や ネ ッ ト

ワー ク機 能の 面 で次世 代 メデ ィア と して の携 帯電 話 の可 能性 は極 めて高 くな って い る。
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「iモ ー ド」 サー ビスの成功のポイ ン トは個人的 な使 い方 をする場合 は簡単な操作でア

クセスで きる携帯電話 の方が便利で手軽であること、送受信 したデータ量 に応 じて課金す

るパ ケッ ト通信方式(1パ ケッ ト=128バ イ トあた り0.3円)を 採用 したので回線交換方

式 と比べて割安で利用で きること、従来のWeb作 成 と親和性の高い簡易 田MLを 採用 した

ことで コンテンツ作成が容易 だったこと、サー ビス開始時点か ら情報提供 メニューを豊富

に品揃 えできたこ と、情報料 を電話料金 と一緒 に回収す る代行サー ビスをしたことな どが

あげられる。

(2)大 容量化の進展

固定系 ネッ トワー クと同様 にモバイルメデ ィアも大容量化へ向けての計画が打 ち出され

ている。2001年3月 以降にサービス開始が予定 されてい る次世代移動通信 システムでは、

移動時384kbps、 静止時2Mbpsの 通信速度が実現、MPEG4な どによる動画配信 も可能 にな

る。

伝送速度 情報サービス(プ ル型) ブロー ドキャス ト(プ ッ ユ型)
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(3)高 機能化の進展

①電波の受信状況を気 にせず利用

モバ イルメデ ィアはす ぐに連絡を取 りたいとい う緊急性 が高い時 に使われるメデ ィアと

い う側面がある。モバ イルに よる電子 メールは電波環境 が圏外だ と利用で きない。ユーザ
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一 は圏内 に入 ってからア クセス しなければな らないため
、緊急 時の連絡 における電子 メー

ルの利用の問題点 とされていた。 しか し、こうした欠点 も改善 された端末が登場 している。

これはMCPCと い う業界団体で規格化 されたWakeonRing機 能がモバ イルメデ ィア(携 帯

電話機能内臓のパ ソコン)に 搭載 され、サ ーバーか らプッシュ型で在庫情報の変化な どの

情報 を電子 メールで送 り込む ことがで きる とい うもの。電波圏内に入ればパ ソコンを開い

た時に直ちに最新の情報 を閲覧できる。

もう一つはWakeonRadioと いう電子メールの送信機能。これ までは電波状況 を確認 し

てか ら送 らなければな らなかったが、WakeonRadioに よって電波状況 を気 にせずに送 る

ことがで きる。サービス圏外の時は メールが保持 され、圏内に入った時 に自動的に認識 し、

メールを送って くれる。電波状況 を気にせず に情報活用で きるこ とで、これ までのモバイ

ルの欠点が克服 される訳である。

② 入出力の問題

携帯電話の端末では電子メールが表示 される画面が小 さい とい う欠点がある。 また、入

力時 に も使い勝手が悪 い とい う問題点 もあ る。入出力 と携帯性の間には トレー ドオフの関

係 があるが、モバ イルの最大の欠点 とされていた入出力の問題 も改善へ向けた取 り組みが

行 われている。

モバ イル端末の画面お よび入力 と携帯性の間には トレー ドオフの関係がある。携帯性 を

上 げると画面 もキーボー ドも小 さくなる。現状 は トレー ドオフを受 け入れて、情報 をみる

だけならば小 さい端末、情報 を細か く見たいならばデ ィスプレーの大 きい端末 となってい

る。 しか し新 聞の ように持 ち運ぶ時 はたたんでいて、必要に応 じて開いて読め る 「ペーパ

ーデ ィスプレー」が開発中である
。 また、メガネ型 のディスプ レー として、オ リンパ スの

アイ トレック、 ソニーの メガネ トロ ンのほか、米国のベ ンチ ャー企業ではメガネに装着 さ

れた超小型のディスプレーによって、50～70イ ンチの画面サイズの画像 が見 られる 「バー

チ ャル レッチディスプレー」 が開発 され ようとしている。数年後 に実用化 され るだろう。

こうした技術開発 によって高い携帯性 と大画面化 を両立 させることが可能 になる。

入力方法 にも様 々なや り方がある。各 コンピュー タメーカーが 開発 中の ウエ ラブルPC

や、音声認識 による入力装置 、ポインターを使って文字を選択す る方式 、視線入力の方式

などがある。 また、指輪型キーボー ドとい う指の動 きによって文章 を入力す る方式 も研究

されるな ど携帯性 と入力の問題 はやがて解決 されるだろう。

③ エ レク トロニ ック ・コマ ース に も対 応

NTTド コモが2001年 に導入予 定 の 次 世代携 帯 電話 「IMr-2000」 で は端 末 にはJava、 機

器 間 無 線 通 信 プ ロ トコ ル のBluetooth、 携 帯 情 報 端 末 用 の 無 線 通 信 プ ロ トコ ル の

WAP(WirelessApplicationProtocol)、ICカ ー ドチ ップ な どの搭 載 が見 込 まれ てい る。 こ

う した技 術 の搭 載 に よって 、携 帯電 話 の ア プ リケ ー シ ョ ンの幅 は一 層広 が る こ とに なる。
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Bluetoothを 使 う こ とで携帯 電 話 の エ レ ク トロニ ック ・コマー スの 世 界 が拡 大 す る と も予

想 され る。

(4)モ バ イル環境 に合わせ たコンテ ンツの開発

モバイルメデ ィアに適 したデー タベース とは何か。その参考事例 として、 「関西 モバ イ

ルポ ッケ」 と 「モバ イルインフォサーチ実験2」 がある。関西モバ イルポ ッケはモバイル

向けコンテンツの普及 を目的に、1998年 に日本能率協 会が主催 して メーカー、コンテ ンツ

プロバ イダー、キ ャリア、一般ユ=ザ ーを委員に構成 されたモバ イルコンテ ンツ推進委員

会に よって開発 されたコンテ ンツであ る。交通経路探索 、電話/郵 便番号逆 引検索、 ビジ

ネス姓名判断、ニュース ・天気、旅行 アシス ト、お もしろ情報(リ ンク集)な どのコンテ

ンツか ら構 成 され、突然の出張や、旅行やアフター5に 利用で きる。電話番号逆引 き検索

で は電話番号 を入力する と会社の住所が表示 され、インターネッ トの地図サ イ トに住所 を

コピー&ペ ース トする と所在地 を示 した地図も出て くる。

最短の交通経路 を示 す トラベルナ ビゲー タにJRな どの時刻表 とリンクする ことで付加

価値 の高いサー ビスが提供で きる。市販 ソフ トの 「駅す ぱ一と」では東京か ら金沢に出張

する場合、羽田か ら小松空港 にい き、小松空港か らバスで金沢 にい くこ とが最適だ と表示

される。 しか し金沢行 きの飛行機は本数が少ないので、実際には羽田空港で待 たされて し

まうことか ら、 これが最適なルー トではない場合がある。 トラベルナ ビゲー タを飛行機や

JRな どの時刻表 とリンクさせてお くことで、何時何分 に出発すれば どのルー トが最適か を

示 して くれる。電車の方が飛行機 より短時間で到着するこ ともある。

また、NTrとNTrド コモに よって開発 された 「モバイルインフォサーチ2実 験」 のコン

テンツは、位置 と関連 がある様 々な情報 を位置座標(緯 度、経度)と リンクさせているの

が特徴だ。位置 さえ分かれば、周辺情報や電話・番号 など位置に関連 した情報 をすべて調べ

られる。 これが発展 すれば営業 マンの外回 り時 に最短の顧客先の訪問ルー トを示 して くれ

るなど個 人の移動 をナビゲーションす るコンテンツも登場 して くるだろう。

モバ イル メデ ィアの普 及 に よって、 「個 人」 が 「時 間」 と 「場所 」 を選 ば ない コ ミュ ニ ケ

ー シ ョンが可 能 に な っ た
。今 後 、 モバ イル メデ ィア に合 った コ ンテ ンツ を開発 に してい く

に当 た って 、 この3点 を考慮 して 、個 人の ニ ーズ にあ ったパ ー ソナ ル な情 報 を位 置情 報 と

関 連 させ て タイム リー に提 供 してい くこ とが重 要 になっ て くるだ ろ う。

3-2-11-2デ ー タ放送の現状 と今後

デー タ放送には、すでにスター トしているアナログ系地上波放送、アナ ログ系BS放 送、

デジタル系CS放 送がある。今後、開始 されるもの としては2001年 ごろか らデジタル系BS

放送、2003年 ごろか らデジタル系地上波放送がある。アナログ系の方式 は伝送容量が小 さ
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いの に対 して、デジタル系の方式 は動画 も送 れるような大容量であ り、多チ ャンネル化だ

けで なく、通信 と融合 させた様 々なサー ビスが可能だ。

インター ネッ トにないデータ放送の特徴 の一つに、同 じ情報 を多数の人に一斉に送 れる

「同報性」 に優れていることが挙げ られる。 また、上 り回線 として インターネ ッ トを利用

することでインタラクテ ィブ性 も確保で きるもの となっている。

2001年 からサ ービス開始が予定 されているBSデ ータ放送に関 しては予定 されていた事

業者枠 を大幅に上回る応募があ った。郵政省 の選考の結果、8社 が認定 されたが、その中

には放送業界以外 の異業種企業が多数含 まれてい る。例 えば、NTrグ ループが 「日本 メデ

ィアーク」 という新会社でエ ン トリー している。

データ放送に関する提供者側の関心 は高い。デ ジタル放送の前段階 としてアナログデー

タ放送で様々な試行が展開されている。地上波テ レビのキー局のTBSが 毎 日新聞社 と組ん

で86年 に設立 されたデー タ放送事業者 「東京 デー タビジ ョン(TDV)」(文 字放送、Gガ イ

ドな どの同社の事業は2000年3月31日 をもってTBSに 移管)は データ放送 を積極的 に取

り組んでいる企業の一つ。デー タ放送 のサー ビス名 はデー タパ レー ド。 デー タパ レー ドは

現在、保有のパソコンに 「ビッ トキ ャス ト受信用 ボー ド」 を搭載す ることで視聴で きる。

文字だけでな く、写真 や イラス ト、簡単 な動画 も送 ることがで きる。データパ レー ドの特

徴は次の通 りである。

・通 信 回線 的利 用:デ ー タパ レー ドは 多数 の ユ ー ザ ー に対 して、 同 じ情 報 を送 るの に

適 して い る。 い わ ばプ ッシ ュ型 の 情 報送 信 の 典 型。 受 信側 は回線 料 金 が必 要 な く、

送 信 側 は電話 回線 よ りコス トが低 く、 また ス ク ラ ンブル を か けて特 定受 信 者 に送 る

こ とも可 能で あ る。特 定 地域 に送 る とい っ た電子 チ ラ シ的 な利 用 も可能 で あ る。

・イ ン ター ネ ッ トとの 高 い親和 性 の確 保:送 られ て きたデ ー タ放送 の 内 容 を さ らに詳

しく知 りたい 場合 、 デ ー タ放 送 の番 組 か らイ ン ター ネ ッ トへ の リ ンク を設 置 す る こ

とに よっ て利 用者 は イ ン ター ネ ッ トと シー ム レスに行 き来 で きる。 上 り回線 と して

の イ ン ター ネ ッ トの利 用 は、 双方 向 コ ミュ ニ ケー シ ョ ンを可能 と し、 また決 済 な ど

に も利 用 で きる。 ビ ッ トキ ャ ス トの ブ ラ ウザ ソ フ トは イ ン ター ネ ッ トの ブ ラウザ と

して も利 用 で きる。番 組 の作 成(記 述)方 式 は イ ン ター ネ ッ トのWWで 用 い られて

い る規 格(HTML)も し くは 、 そ れ に類 す る もの(XML)が 望 ま しい と してい る。 こ

れ に よって番 組 の制作 コ ス トを削減 で きる。

同社の事業運営上の課題 は収 入源 をどうす るかだろ う。情報料 については番組のスポ ン

サ ーから、番組製作者か ら、利用者か らの3つ が考 えられる。現在の商用データベースが

基本的に利用者か ら収入 を得ている ことか ら、データ放送 について も第一に利用者か らの

徴収 を考 えてい くことになる と思われるが、 これ を実現す るためにはセキュ リテ ィ技術 の

確立 も必要である。
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他 の伝 送路 と してCATv事 業 者 に よる ケ ーブル ・イ ンター ネ ッ ト接 続 サ ー ビス も概 ね64

～256kbpsで5
,000～6,000円 で提 供 され 、徐 々 に加 入者 を増 や して い る。 ケ ーブ ル網 は一

般 家 庭 に直 結 した ブ ロ ー ドバ ン ドイ ンフラ と して利 用 され る可能性 も高 い。

今後、様 々なインフラが整備 され伝送路が多様化 してい くが、デ ジタルデー タベ ースが

構築 されていれば、それ をデー タ放送の番組にするの は容易である。 しか し、放送 はこれ

まで受信機 を持 ったすべ ての人々に提供 していたが、それでは情報その ものを収入源 とす

る商用 デー タベースの事業 にそ ぐわないだろ う。 このため、データ放送 などを利用する場

合は、 スクラ ンブルを利用 し、特定 の人々に情報 を提供 してい くことが必要である。多メ

デ ィア展 開を図 る場合 には、それぞれの メデ ィアの特性 を見極めつつ、 デー タベースの性

質に合わせた提供方法 を選択 してい くこ とが重要である。

3-2-12使 い易 いシステムの実現

本項ではデータベース を利用するに当た って、使い易いシステムの最重要用件 である検

索 システムの動向 を中心 に述べる。

3-2-12-1高 度検索技術

高度で利用 しやすい デー タベース流通 を実現す るには、ネ ッ トワーク上 に散在するデー

タベースを統合検索す る技術、概念検索/類 似検索、デー タベースのマルチメデ ィア化に

対応するための画像検索技 術などの検索技術の高度化が必要である。

(1)統 合情 報検 索 プロ トコルANSI/NISOZ39.50-1995

書 誌 デ ー タベ ー ス の情 報検 索 に関 して 、欧 米 を 中心 に普 及 が進 ん で い る 「統 合 情報 検 索

プ ロ トコ ルANSI/NISOZ39.50」 は、 クライ ア ン トとサ ーバ ーの 間で や り取 りされ る メ ッセ

ー ジ ・プ ロ トコルの 統 一 を 目的 と して 米 国議 会図書 館(LibraryofCongress)な どが 中

心 とな っ て開発 され た プ ロ トコ ルの規 格 であ る。 ク ラ イア ン ト ・サ ーバ ーモ デ ル に基 づ く

シス テ ム に関 して問 い 合 わせ と応 答 の ため の フ ォーマ ッ トの手続 きを定 義 してお り、異 業

種 システ ム 間の相 互運 用 性 を確保 で きる。

最 大 の特 長 は複 数サ ーバ ー の デー タベ ー ス を検索 で きる 「横 断 検 索」 が可 能 で あ る とい

うこ とで あ る。 横 断検 索 とは検 索 の 質問 を複 数 の サ ーバ ー に同時 に送 り、検 索 結果 を得 ら

れ る とい うイ ンター ネ ッ トのWAIS(WideAreaInformationServer)や メ タサー チエ ンジ

ンの よ うな操作 が可 能 であ る。 また、 異機 種 ネ ッ トワー ク環境 で利 用者 イ ンタ フェー ス を

共 通 に設 定 す る こ とが 可 能 な ため、 検索 対 象 とな るデ ー タベ ー ス毎 に異 な る検 索 イ ン タフ

ェー ス を習 得 す る労力 が大 幅 に軽 減 され るな どの利 点 もあ る。
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一方 で
、多言 語 環境 の整備 が遅 れ て お り、 国 内 で提 供 されて い るZ39.50対 応 の商 品 は

各 社 が独 自に 日本 語 化 した もので あ る。 ユ ニ コー ドで多 言語 環境 が可 能 にな る と見 込 まれ

て お り、 早 期 の 多 言 語 対 応 が 求 め られ て い る 。 「統 合 情 報 検 索 プ ロ トコ ルANSI/NISO

Z39.50」 が、今 後 日本 で も普 及 して い くと予想 され る 中、 グロ ーバ ル ス タ ン ダー ドとい う

視 点 か ら も、 デー タベ ー ス事 業者 も 「統 合情 報 検索 プ ロ トコルANSI/NISOZ39.50」 な どに

対 応 して い く必 要 があ る。

(注)ANSI(AmericanNationalStandardInstitute)は 米 国 の 国 家 規 格 を制 定 して い る

民 間団体 。NISOは 情 報 、 ドキ ュ メ ンテー シ ョン、図 書館 関係 の規 格 制定 団体 で米国 図書館

協 会 や米 国情 報 学 会 、 米 国議 会 図書 館 な どの 国立 図書 館 、GEACやAT&Tの よ うな企 業 、

OCLC(OnlineComputerLibraryCenter)な どの ネ ッ トワー クサ ー ビスが投 票 メ ンバ ー とな

って いる。 ,

利 用 者Z39.50Z39.50デ ー タベ ー ス側

アプ リケ ーション クライア ント サ ー バ ー アプ リケー ション

＼ レコードの検

索

検索結果をサ
ーバに返す

探索の開始

検索結果の

表示

　

探索内容を

Z3g.50用 質 問

タイプに変換

検索結果 を受

取 り、利用者

側アプリケー

ションの形式

に変換

探索内容を

受取り、該当

データベース

探索用に変

換

検索結果を

変換し、クラ

イアントに送

信

掴

挺

掴l

K

概 念

1

K

出 典:Z39.50andSR:anOverview.

VineNo97,P3-8(1994)

図3-2-4Z39.50の 処 理 概 念 図

(2)概 念検索、類似検索

(財)デ ー タベース振興センターの調査によると 「商用 デー タベースの コマ ン ド、機能 ・

操作性 に関する問題点」 として、 「コマ ン ドが不統一 なので使い に くい」が トップで他の

項 目を大 き く引 き離 している。 「コマ ン ドの不統一」 はデータベース毎 にそれぞれのコマ

ン ドとシソーラスを参照 しなければな らない ことから、ユ ーザーに とってはかな り煩雑な

手間を強い られるため、毎回のアンケー トで問題点の筆頭 にあげ られる。

こうした問題点 を技術的に解決す るのが、概念検索や類似検索 である。現在の検索手法

の多 くは入力 したキー ワー ドを意味 関係 を持 っている用語 を統 制 した用語集 であるシソー
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ラスを参照 しなが ら、 それに適合 した情報を検索 して くるとい うものだ。 しか し、これで

は文の中 にある言葉 間の関係性 を解釈 し検索することがで きない。概念検索 では検索要求

に現れる語 を統計的 に処理 して検索要求 に類似 した文書 を探 し出す とい う類似検索技術 を

用いているため、幅広 く的確 な検索が可能 となる。

現在、 ジャス トシステムか らConceptBase、 コマツソフ トか らVextSearch、 日本総合研

究所か らJ-LiveSearchな どが製品化 されてお り、こうした検索要求 を的確 に探 り当て る

概念検索 も今後、重要 になって こよう。

(3)画 像検索技術

デジタル情報化社会では大容量のインフラに支 えられ、マルチ メデ ィア流通 も活発化 し

て くる。 こうした状況 の中で重要になって くる一つに画像検索技術 がある。画像検索技術

の幾つか をNTrグ ループの取 り組みか ら例示する。

・画像 インデ ックス技 術:動 画の中か らシー ンチ ェンジのポイ ン トを自動的に見つ

けて、サ ムネール画像 をつ くる とい うデー タベー ス映像

検索の仕組み

・テ ロップ自動認識 システム:ビ デ オに表示 されているテロ ップを自動的にイ ンデ

ックス化 して しまお うというもの

・類似 シー ン検索 システム:映 像の動 きのパ ター ンをオブジェ ク トと して自動認識

させ 、 インデ ックス化す る とい うもの。 そ して、その映

像 を使 う時 に 「こうい う映像が欲 しい」 と指示する と該

当す る映像 の候補 を探 し出す ことがで き、画像 デー タベ

ースの検索に使われる

今後、大容量 ネ ッ トワー ク上のマルチメデ ィアコンテンツ開発の生 産性の向上 を図

る一つの技術 として利用 されて くるだろう。

3-2-13グ ロ ーバル なマ ーケ ッ トの 開拓

経済活動の グローバル化や社会のボー ダレス化が進展 してい く中、日本発の情報 を外国

語 に翻訳 してマーケ ットを世界規模 に広 げてい く方向性 も考え られる。社 会 ・経済の グロ

ーバル化が進む中で
、 日本市場 ・企業 の動向の把握のための経済情報 に対す るニーズ も高

い と思 われ る。 また、科学技術振興事業団(JST)で は科学技術情報 に関す る自動翻訳 シ

ステムを提供 しているが、 日本語 を多言語に翻訳す るための生産性 向上 に欠かせない自動

翻訳 システムにつ いて は、 まだ完全 に翻訳 で きる ものではな く、人の手 を加 えることが必

要 な状況だが、ITの 発展は自動翻訳 システムの高度化を急速 に推 し進めて くるだろう。
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3-3今 後、考慮 されるべ き新 たな課題

(1)人材育成

データベース事業振興へ向けて育 成すべ き人材 について は良質なコンテンツ開発 を担 う

人材 と、データベース活用 を担 う人材に大別 して考えることがで きる。

良質 コンテ ンツの提供 を維持 し続 けるには コンテンツ開発のための専 門的な人材育成が

欠かせない。(財)デ ータベース振興セ ンターが1999年10月 に行 った 「データベ ースサ

ー ビス実態調査(ベ ンダー編)」 に よると
、「デー タベース構築上の問題」 につ いて 「イン

デ クサーなどのデー タ作成者の不足」 という回答 は前 回調査の4.2%か ら今回の14.3%と

一気 に10ポ イ ン ト以上高 くなって きてお り
、「プログラマーの不足」 も前回の0%か ら今

回の10.7%と 急浮上 して きた。データベースの質を維持する人材 を育成 ・確保するために

は組織内で十分 な処遇 を行 うこ とを含めた組織的 な対応が必要 である。 デー タベース事業

者においてもインデクサーやプログラマーな どの デー タベース開発 の専 門家を各企業独 自

に育成 ・確保す る場合す ることが難 しい場合には業界全体で人材の能力 を向上 してい くた

めの方策 も必要 になって こよう。 こうした専 門的 な能力 を有す る人材はます ます多 くの分

野 で必要 とされている。高い成長が期待 されるデー タベー ス産業 においては顧客の ソリュ

ー ションを解決 してい くための専門的人材の需要 には大 きいものがある
。

一方でデータベース活用を担 う人材の育成 も必 要である
。つ ま りデー タベースを日常的

な もの とするためには、それを使いこなすための教育が求め られて くるのである。 これは

米 国を中心に問題 とな りつつあ るデジタル ・ディバ イ ド(格 差)と も関係 して くる。米国

商務省電気通信情報庁 が1999年7月 に発表 した 「FallingThroughtheNetIII」 では1994

年時点で16.8%だ った 白人世帯 と黒 人世帯 におけるコンピュー タ保有率の格差が1998年

には39.2%と 拡大 していることを発端 として米国で取 り上 げられた問題である。米国政府

は本件を重要な政策課題 と捉 え、1999年12月9日 には 「デジタル ・ディバ イ ド・サ ミッ

ト」 と銘打つ全国会議 を開催 し、デーリー商務長官 は2000年1月 に1,250万 ドルを本件

への対応予算 として割 くことを公表 してい る。

情報機器が社会 ・経済 に とって重要度 を増 している中で、パ ソコンな どの情報機器保有

者 と非保有者の間の格差 の問題は、 テ レビの登場 当初 とも類似 しているとも考 えられる。

将来的にはパ ソコンな どの情報機器 もあ らゆる人に浸透 してい くだろ うが、一方で使 い方

が複雑 とい う現在の情報機器な らで はの特異性がある。若年者か ら高齢者、障害者 まであ

らゆる人が使えるようなバ リア フリーな検索手法実現 に向けた改良 とともに利用者の教育

も求められている と言 える。
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一

(2)次世代 インターネッ トに対応するデータベー ス

産業革命を契機 に発展 した工業化社 会では鉄道 ・高速道路 ・航空網が主要なイ ンフラ基

盤 を果た して きたのに対 し、21世 紀のデジタル情報化社会では情報通信 ネ ットワー クが新

たなインフラの役割 を果た してい く。次世代 インターネッ トではパ ソコンや携帯電話、モ

バ イル端末 だけでな く、情報家電、ゲーム機、 カーナビゲーシ ョン、 自動販売機 などの 日

頃、利用す るあ らゆる機器が ネ ットワークされ るのである。 ネ ットワークの大容量化 に よ

ってネ ットワー ク上 を流通す るコンテンツはマルチメデ ィア化 も可能にな り、同時に金融

決済 まで 日常 的に行 われる ようになる。 こうした時代の期待 に応 えるデータベ ース像 も考

える必要がある。

(3)個 人情報保護(プ ライバシー)問 題

ITの 発達は国民生活をよ り便利 に豊かな もの とする反面、様々なレベルの個 人情報の流

通が容易 にな り、特 にインターネ ットの普及 によって瞬時 に世界 に行 き渡ることも可能 に

なった。個人情報が流通す ることで、自己に関す る情報の予期 しない形での収集 ・利用 ・

提供や、不完全 なままの利用 ・提供 などによ り不安感や不快感 などを国民の間 に生 じさせ

るリス クが高 まっていることか ら、個人情報保護(プ ライバ シー)問 題に対す る早急 な対

応が求め られている。

平成10年11月 に内閣総理大臣を本部長 とする高度情報通信社会推進本部で策定 された

「高度情報通信社会推進 に向けた基本方針」 の報告書の中で、 プライバ シー保護 に関 し、

「政府 と しては、民 間による 自主的取 り組みを促進す るとともに、法律 による規制 も視野

に入れた検討 を行 ってい く必要がある」 と指摘 された。それに関連 して、通産省が99年3

月にプライバ シー保護の基準 を 「個人情報保護 に関す るコンプライアンス ・プ ログラム」

とい う形 で 「JIS(日 本工業規格)Q15001」 化 し、 これに基づいて個人情報 を適切に保護

している企業 に対 し、 日本情報処理開発協 会(JIPDEC)が マー クを付与する 「プライバシ

ーマー ク制度」 を実施 している
。規格の対象にはエ レク トロニ ック ・コマースやWebマ ー

ケテ ィングを展 開す る事業 も含 まれる。 また、郵政省関係の(財)日 本 デー タ通信協会 も

個人情報保護登録 センターを開設 し主に電気通信事業者 を対象に個人情報取扱業務登録 を

実施 して 「個人情報保護マーク」 を付与 している。

日本では民 間部門の個 人情報保護に関す る法律 は未だ制定 されてお らず 、米国 と同様 に

原則 として事業者の 自主規制に委ねている。 しか し、プライバシー問題 に関す る国際的、

社会的な要望の高 ま りから、高度情報通信社会推進本部の個人情報保護検討部 会が平成11

年11月 、「我が国 における個人情報保護 システムの在 り方について」 まとめた中間報告で

は、具体的な方策 として民間企業 も対象になる包括的な基本法の制定 を提起 している。政

府 は平成13年1月 の通常国会に個 人情報 を保護す るための基本法の法案提 出 を目指 して

いる。

情報化の進展 で個人情報保護は ます ます クローズアップされて くる。ユーザーか ら収集
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された個人情報が漏洩 されればプライバ シー侵害 となる可能性があ り、損害賠償請求 を受

けるなど法的 リスクを負 うことになるが、それ以上 にユーザーか らの信用が失墜 し大 きな

打撃 を受 けることになる。消費者か らの信頼 を得るために も個人情報保護は早急 に取 り組

むべ き課題 と言えるだろ う。

主 に新聞 ・雑誌社が提供 している記事 デー タベースの個人情報保護の問題 に関 して 「時

の経過 とプライバシー問題」がある。記事 データベース とは新聞 ・雑誌 などで報道 された

記事 をネッ トワークもしくはパ ッケージ系 メデ ィアで提供する ものだが、 このデー タベー

スに事件名や容疑者名 を入力 し検索すれば不起訴処分、無罪判決の記事が リス トアップさ

れて くる。実名報道 された人は就職や結婚 な ど、その後の生活に悪影響 を与える可能性 も

ある。そ こで記事 を提供する新聞社系のデー タベース事業者は報道後数年経 過 したもの に

対 しては実名部分 を匿名 にした り、削除 した りしている。オンライン系 ならば こうした処

置 によって時が経過 した実名報道は世間の 目に触れな くなるが、問題はパ ッケージ系 メデ

ィアであ る。いったん売買 され、顧客の手に渡 ったパ ッケージ系 メデ ィアはデー タを改変

す る訳 にはいかない。また、平成12年10月 か らスター トする新制度に よって、国会図書

館 に納本 されたパ ッケージ系 メデ ィアは一般 に も長 く閲覧で きるもの となる。今後、こう

した 「時の経過 とプライバ シー問題」 はプライバ シー保護 の基本的 な考 え方 と併せて議論

してい く必要がある。

(4)求 められる顧客主導の新たなビジネスモデルの模索 ・構築

現在、企業 にはこれ までの企業(生 産者)優 位か ら顧 客主導への発想 の転換 が求め られ

ている。 ネ ットワーク革命が もた らした顧客主導の産業構造はネ ッ トワークを前提 とした

e－ビジネスへの移行やデ ジタルエ コノ ミーの拡大 によって今後 ます ます発展 してい く。

一方で
、e－ビジネスモデルはダイナ ミックな産業構造の転換 を前提 とした ものでなけれ

ば生 き残 るのは難 しい と言える。そのため既存の企業 にとっては過去の事業 ・資産は弱み

ともな りうる。新 たな仕組みを構築 した上で、過去の資産を生か した事業展開が必要であ

る。

また、最近、 ビジネスモデル特許 を巡 る動 きが活発化 してきてい る。 ビジネスモデル特

許 とはコンピュー タやネ ッ トワー クを利用 したビジネスの手法や仕組みに関す る特許であ

る。 イン ターネッ トビジネスにおける新サー ビス、マーケテ ィングのや り方、在庫管理の

手法など当た り前 のように思 えるもので も、従来 なかったアイデアが盛 りこまれていれば

特許 として成立する。米国の主 なビジネスモデル特許 としては、仮想 ショッピング ・カー

ト特許、 プライスライン特許、ワンクリック特許 などが挙 げ られる。 ビジネス特許は新 し

い ビジネスのや り方 を生み出す インセ ンテ ィブ とな りうる一方で、e－ビジネスの円滑な発

展 を妨 げる可能性 もある。 しか し、 ビジネスモデル特許の取得競争 は米国を中心に未だ鎮

静化する機運 はな く、データベース事業者に とって もこうした動 きに注 目してい く必 要が

ある。
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世紀の変わ り目である現在は大変革期 にある と言える。米国では大手 ネッ ト企業AOLと

タイムワーナーが合併 し、巨大なメディアグループを形成 しつつ ある。 この背景 にはメデ

ィア企業 はよ りよい コンテ ンツを欲 し、 コンテ ンツ企業は影響力のあ るメデ ィアを求めて

いる動 きがある。

現在 もこれか らもデー タベース事 業者 にとって最 も重要なことは優れたコ ンテンツを持

っているか どうかであ る。つ ま り優れたコンテ ンツがあれば媒体が多様化 し、 ビジネスモ

デルが変 わった として もコンテ ンツの価値 は生 き続ける可能性は高い と言える。
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第4章 資料編

第4章 では平成11年 度の 「データベース基本 問題検討委員会」 で提 示された資料の中

か ら参考になる と思 われる ものをピックアップ し掲載 した。

【第1回 データベース基本問題検討委員会の参考資料】

ニフテ ィ(株)コ ンテ ンツ部部長代理 鈴木孝充氏、(株)

芳直氏 「無料 コンテンツの影響/評 価」

ジ ー ・サ ーチ取 締 役 福 島

無料コンテンツの評価

■ 安定したニーズを背景に、確実に定着した
● 無料コンテンツは広告モデルの集客ツールとして定着。

● 今後は更にビジネスモデルが 複合化 ・複雑化 し、

無料 コンテ ンツの担う役割が進化する。

● 最終的には2極 化する。

①有料コンテンツへの誘導路

②集客手段 としての(キ ラー)コ ンテンツ

-問 題点
● 提供形態に応 じたコンテ ンツのクオ リテ ィコン トロール

が複雑化 ・多様化する。(更 新頻度、情報量、露出度_)

● コンテンツの競合状況がその付加価値の優劣だけではなく、

提供形態に依存するリスク(傾 向)が 強まる。

● 提供側と利用側の価値観が乖離すると、有料 コンテンツの

販売抑制 に作用する恐れがある。

無料コンテンツの影響

■ 有料 コンテ ンツの販売(売 上)へ の影響度
● 競合する無料 コンテンツとの差別化ポイン トが明確な
コンテンツは、順調に売上を伸ば している。

● 競合する無料コンテンツとの差別化ポイン トが無い、
一意的に定まらない等のコンテンツは、マイナス影響

が顕著に現れている。

■ ナ ビゲ ーシ ョンツール としての貢献大
● ポータルサイ トに無料コンテンツを配置するなど、

有料 コンテンツへの誘導路として 活用する事例が増加
してお り、その成否が売上面に大きく影響 している。

● 今後、有料コンテンツの販売は売 り方 ・見せ方依存型に
シフ トする傾向にある。

それに伴い、有料コンテンツへのナビゲーションとして

必須アイテムとして定着すると思われる。
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【第3回 データベ ース基本 問題検討委員会 の参考資料】

NTT移 動通信網(株)モ バ イルコンピューテ ィングビジネス部技術 開発第三担当課長

入鹿山剛堂氏 「モバイル端末 とデー タベースサー ビスの今後の展開」

企業にお`ナる活用事例

■スペック表・部品台帳

■情報収集システム

■スケジュール管理システム

■貸し出し・予約管理

■在庫管理・照会

■受発注システム

長身/〈家拓 の疋膨穿

■企業業績は戦後最悪に

■設備投資の手控え

■法人需要の低迷

吟経費削減、省力化の視点

吟企業内個人がターゲット

吟モバイルコンテンツからの普及

鍾w施 活ii用のメ〃外

■個人的ネットワークの有効活用

■フォーラム、メーリング・リスト

■オンラインデータ ・ベースの活用

■オンライン・ニュース

■モバ イル ・コンテンツの 活用

e/mao党 澄as宮

e/r4/L・ コ ロ デ ンyS

■利用す る人がメリットを感 じること

吟単なる電子メールでは普及しない

■営業用モバイル端末(SFA、CRM)

吟会社に持たされているイメージ

■利用者が自ら進んで活用するモバイル

吟モバイル・コンテンツサービス(MCS)

モバ イル コン テン ツのコ 要性

■出先や移動中に必要な情報を
最適な形でいつでも取り出せる
一新聞・雑誌記事

、文献 、企集概要
一地図、ルート、時刻表、駅 ・店リスト

※インター ネット上 の コンテンツサ ー ビス

東芝:駅 前探検倶楽部、JMR:MO81LE・i、

NTTド コモ:mop●r8、i・mode、

シャープ=スペースタウン、EPSON=i・Pointネ ットワーク
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今,君 影

εγ1イ%」ぽのげ ク

モパ イルの社会的要因
虎斑撒 の愛佗〃吻 鮪蕗以躍ノ

鋭い情報感度
素早い意思決定
能力の飛躍的向上
が求められてい

iバ ソルの禽ン《脇 活用のメち1ツ鈴

■個人的ネットワークの有効活用

(フォーラム 、メー リング・リスト)

■オンラインデータ・ベースの 活用

■メールニュース、クリッピングサービス

■モバイル ・コンテンツの活用

モ/畝 膨の企菊菰スのメグ外

■コミュニケーションの円滑化

■コラボレーション・ソフトとの連携

■商品スペック、在庫状況把握

■受発注管理

■モバイル ・イントラネット

■SFA(SalesForceAutomation)
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【第4回 データベース基本問題検討委員会の参考資料】

日商岩井 インフ ォコム(株)新 世代電子情報部技師長 今門政記氏

ロ トコノレANSI/NISOZ39 .50」

「統合情報検索プ

一頭攣 襟 誌撃難

＼

# ぷ 、 機能項 目 1992レ 、995'
'、 概

ぺ漫 の

沙
、、・シ

〆

寸働 翻b機 能'き 。,て)ミ/ o セッショ虫を設立 ミ

2 検索機能 、
':

㌧・o O 検索を実ボ ～へ
3 レコード取得機能 、 ひo o レコードを取得へk
4 セグメジ㌧サ乙ビス機能＼ ㌦ X}9

'
o レコードのセグメジ蹄 到珂一 、

へ5 検索結果集合削除機能 ハ/' XO O 検索結果集合を削除 ＼、 野.

⑯アクセス棚 管理機能 き 、,∨㌦o ,o ユーザ認証情報を取得 ぷ

撒リソ⊥ス管理機能 ＼ 一∵ ぴぐ・ O リソース状況を報告し判断要請 ∴
8 トリガ三:.リソース管理機能 o O' クライアントからリソース管理要請
9

、

、ソース・しポート機能 O
'σ

リソース状況報告の要請 …

10 ゾベト機能 、
'ひ 派

Ω 検索結果集合のソート ノ
11

〉

スキャンサービス機能 ズミ ・o インデックスタームを取得 ノW

12 説明機能 o o サーバー情報を取得 ダ
13 拡張サービス機能 X O 拡張サービスを提供㌧
14 終了機能 o o セッションを切断

NissholwaHn㎞mCo叩

顯9填兵の特僕

鏡 心 スの独自φ凝 麹 らなくてすむ。

● 度な論理検索が遼余るン 三夕
・一・Telnet型 の 論 理 演 算 、検 索履 歴 蓄 積 、再 検 索な ど

77



繧熱 、
結果を得る。各図書館での伺一文献の所蔵検索を横

断的に実行できる。 ～て

NissholwaiInfocomCorp



∠ 零9漫1@問 購 ぽ

魂 蓬蓬遠職ll撫 一一 ℃ ぷ

ぐ繋li難欝欝驚 、
一ボ語処理など壌 綱 寧がある・ ノ

～ 》

NissholwalInfoeemCorp



【第5回 データベース基本問題検討委 員会 の参考資料】

N'lrFコミュニケーションズ(株)ソ リューション事業部 システムサービス部担当部長

愛 甲宏明氏 「情報通信 インフラとデータベース」

将来のネットワークサービス
"1'TCamfnunic∂tions

GMN(GlobalMegamediaNetwork)構 想 の 下r便 利 」でr安 心 」な「速 い 」情 報流 通サ ービスを提 供 。

・新 たなネットワーク流 通メディアの 出現

・幅 広 い業種 へ のビジネスチャンスの拡 大

・NWビ ジネス利 用コストの 低減

麺
2000年

嘉1雀 羅
認

メガメディア

の扉ス

■6メガ/秒(片 方向)
の光ネットワ→

■ 広帯域モバイル

通信とのシームレス

pnn.EE

メガメデ〆ア

の完励

■10メ ガ/秒(双 方向)

の光ネットワ→
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アクセスネットワークの展 開
ぬ ヅ

田77Gα ㎜ 閣ntCatt'ons

・FWA
,HFC,xDSL,FTTH等 、多様なアクセスサービスメニューをラインナップ

・様々な事業形態 に柔軟に対応可能なサービスノ一一ドを実現
・他社製 品との組み合わせにより

、最適なサービスをスピーディーに提供

魎
6c瑠 ㌫㊧景

P螺瓢 鼻
一〈〉＼、

露 華 、;
ギガ1ぽr専 用 …/　
Gb∫s国

専 用線(ATM,DA,HS)
～135Mb,S(ATMメ ガ リンク)

目]
=ら 〆

AWA
のピ　　　　りわノ　

デ32三 跳1。ダ
ノ.

羅 ・SOHO

内・県

中継網

CATV

π シ ス テ ム

TS∫ISDN
～128kb,s

F'rl"H

10Mbls保 証

麗 中高速IP
'轡1

・5Mb∫s
・・(ピ 口口ク10Mb,s)

ADSL

VDSI－ 上tJ:200kbls
～52Mbls下 り:500kb,s

高速・広帯域通信の現実に向けた通信網の構造変化 "πG輌unicatiofts

ATMメ がリンク網
蛭

セルル ー網

県庁所在地

ATMメ が リンク FrameRelay

縷 奪
(約20⑳け所)

多様なNWサ ーヒ'スやNWミ ドルウェアへ のアクセスを提 供



情報流通プラットフォームの構造
"77G㎝n馴ca伽5

業

務

・
A
P

財務、会計

販売管理、
在庫管理等の
基幹業務処理

関係会社間で
の電子商取引

・受発注
・物流 等

マルチメディア

型営業支援
・商品引合い

・商談

・見積り 等

決済、
Webサ イト、

電子現金等
の決済

コンテンツの

販 売 、配 送
・印刷 、出版

・音楽 、映像
・ニュース.等

CAD、

高精細 画像 の

コラボ●レーション等

く

情
報
流
通
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

〔
基
盤
N
W

セキュリティ

・CA局

(証 明書発 行)
・公証

・アクセス権限

確認、制御

電子現金等と

同センター間

拍報の刊 ハ環 一、
亘情 報 の 同 報'・

・課金と代行

徴収機能、

等

1等 の

S－ルBO

・・情 報 の蓄積 温 質制御.

・/Pプラ外ホ
r≒4磁丞 ・渚塀康正 遁滋形態 三亭φ産祝励 ○

低速

ISDIVlOCV
中速 ・、高速.～江 元財?80M汀1WM

NT7ConTmunications
、 一 、 ぐ 、

各種サービス提供者と接続することにより、多種 多様なサービスをワンストップで提供

マーチャント
轟

ユニぱ_'

弁護士 ・

コンサルタント

情報 供

肇≧
プ ロダクション ー'議'

顕
漸
慈
簿

・
硯

へ宴

賠

難
麟

HP作 成 消'

∫ζ匠鎌㌫撚 て,ご 円_

メール・ニュース

配信業者

調査会社
一/蕗
「

三
く
ζ
・

み
㍉
⊇
ら

〔叢 祠

ECコ ミュニ テ(仮 称)
糺熱 望 ト

報提供

ワンス トップ

で提供
・シ貯 ム構築運用

サービス
・情報提供サービス

難 語 ±

」活ぐぷ決婁螢響已

提供

奪
、 、こ 、ち 夕、亭き・

'ノ',、 ▲`

、、 一ば 崇_.荷 物 追 跡 ∪

配 送 サービス,,.

懸 庫

認証局

'"`モ」 ヨ

//＼

ノ/

個人消費者

噸

入金

決済

サービス 配送

回収
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コンテンツ交易市場 」nv77Carnmロnications

医療機関 ∨
(医用画像等)

SOHO
違

BtoB業 界プラットフ*一 ム

(クローズド&セ キュアな交易市場)

BtoC,CtoC

(オープン&セ キュアな交易市場)

コンテンツ流通のこれから
tVTTCOtntnuni`∂tiOfZS

「コンデンツ交易市場」

まずは、ビジネス分野(BtoB)、 そ して家庭 を含め た情報 流通産 業(BtoC)へ 発展

流
通
市
場
の
伸
び

1000億 円

◆家庭と拠点のネットワーク

鳴禽

●輪 『Pぱ

Zヲわ8

2000年

0わ 〇
一 ■■ロ ー ■■■

◆家庭間のネ ットワーク

=
アーティス ト間情報流通、

フォトライブラリ、

文化アーカイブ、

ヒューマンコレクティブ

印刷、 高精細画像流通、浮世絵版画アーカイブ、

著名美術館版画アーカイブ、

8わ0

病院 医療センタ プロダクション間情報流通
CM流 通、CS配 信、印刷データ配信

2002年 2005年
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大容量コンテンツ流通に対するお客様ニーズ
"77C㎝ 蜘nκ ∂tio「瞳

業界

(お客様)
サービス内容 流通コンテンツ サービス機能

通信の
方向性

放送業界 デジタル放送
コンテンツ配信

デジタル

放送データ

CM

・コンテンツ保管

・スケジュール配信

・リアルタ イム送信
片方向

印刷出版 印刷出版

データ流通 印刷出版データ

・コンテ ンツ配信

・コラボ レーシ ョン

・色校正

・電 子署名

片方向

アパレル
縫製CAD

デザイン画像

流通

縫製CADデ ータ
・コンテ ンツ配信

・同報配送

・DB
片方向

医療
医用画像
カルテ保管

医用画像 など

・コンデ ンツ保管

・認証、暗号化
・定期便

片方向

製造 CAD流 通
CAD流 通

・コ ンテンツ保管

・認証、暗号化
・ASP

片方向

、 一 、 、、
、⑨

、 一口一"◆

NTI「C㎝ 励unication5

/

V--Martを 使 って

情報利用者へ広告

安心取引

V-Packを 使 って

利用者へ効率的に

送信

V-Mart:Jtt-・tt.

検索サーバ、.決済サ】ニパの提供なと流通支援

昌

∨-Pack:高 効率コンテンツ転送サービス

－Martを 使 って

欲 しい 情 報を検

索、^安心 取引 づ

V-Packを 通じて

大容量情報を効

率的に受信
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